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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

(1) 連結経営指標等

 売上高 (千円) 26,501,014 24,948,001 24,065,907 23,512,338 24,205,191

 経常利益 (千円) 887,731 731,019 679,964 801,905 937,389

 当期純利益又は 
 当期純損失(△)

(千円) 465,061 90,547 369,886 556,562 △1,638,381

 純資産額 (千円) 12,634,234 12,655,579 13,193,766 13,787,891 12,347,593

 総資産額 (千円) 20,310,402 18,618,879 19,183,459 19,722,549 18,207,830

 １株当たり純資産額 (円) 1,128.05 1,129.96 1,178.03 1,231.08 1,102.49

 １株当たり当期純利益 
 又は当期純損失(△)

(円) 41.52 8.08 33.02 49.69 △146.28

 潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 62.2 68.0 68.8 69.9 67.8

 自己資本利益率 (％) 3.7 0.7 2.9 4.1 △12.5

 株価収益率 (倍) 20.5 76.7 16.0 13.4 ―

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) 459,965 1,054,932 959,236 1,441,521 1,024,014

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) △383,491 △200,140 △4,508 △191,236 54,264

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) △646,389 △1,155,921 △510,023 △300,026 △200,161

 現金及び現金同等物の 
 期末残高

(千円) 2,653,377 2,352,247 2,796,951 3,747,209 4,625,327

 従業員数 1,249 1,228 1,200 1,196 1,169

 [外、平均臨時 
 雇用者数]

(人) [―] [―] [―] [208] [267]

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (千円) 25,845,303 24,322,596 23,435,019 22,842,187 23,452,672

 経常利益 (千円) 834,280 649,802 577,121 742,482 863,222

 当期純利益又は 
 当期純損失(△)

(千円) 460,432 93,829 308,849 529,711 △1,673,747

 資本金 (千円) 2,054,600 2,054,600 2,054,600 2,054,600 2,054,600

 発行済株式総数 (株) 11,200,000 11,200,000 11,200,000 11,200,000 11,200,000

 純資産額 (千円) 11,983,677 12,009,818 12,472,060 13,035,254 11,549,197

 総資産額 (千円) 19,536,125 17,851,785 18,302,295 18,805,958 17,225,506

 １株当たり純資産額 (円) 1,069.97 1,072.30 1,113.59 1,163.88 1,031.20

 １株当たり配当額 (円) 10.00 10.00 10.00 10.00 10.00

 (内１株当たり 
 中間配当額)

(円) (5.00) (5.00) (5.00) (5.00) (5.00)

 １株当たり当期純利益 
 又は当期純損失(△)

(円) 41.11 8.37 27.57 47.29 △149.44

 潜在株式調整後 
 １株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 61.3 67.3 68.1 69.3 67.0

 自己資本利益率 (％) 3.9 0.8 2.5 4.2 △13.6

 株価収益率 (倍) 20.7 74.0 19.2 14.1 ―

 配当性向 (％) 24.3 119.4 36.3 21.1 ―

 従業員数 (人) 1,125 1,114 1,094 1,092 1,054



(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がなく、また、第38期は、

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

３ 第35期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

４ 臨時雇用者数の重要性が増したため、第37期より平均臨時雇用者数を記載しております。 

５ 第38期より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

６ 第38期の株価収益率及び配当性向につきましては、当期純損失であるため記載しておりません。 

  



２ 【沿革】 

 
  

  

(注) １ 株式会社神戸銀行、株式会社太陽神戸銀行及び株式会社さくら銀行は、現在の株式会社三井住友銀行であり

ます。 

２ 奈良入力センターは、業務終了により平成18年４月30日に閉鎖しました。 

  

*1 ISO9001、ISO9002とは、製品やサービスを提供する企業が、一定の品質を保証する社内体制を整備しているかどう

かを認定する国際品質保証規格のことであります。なお、ISO9002は、現在、ISO9001に統合されております。 

*2 ISMSとは、情報セキュリティ管理に関する国際基準に基づく情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制

度の略称であります。 

  

昭和44年３月 神戸市葺合区(現 中央区)に株式会社神戸コンピューターサービスを設立

昭和44年５月 データ入力サービス(パンチ業務)及び計算受託サービスを開始

昭和46年９月 株式会社神戸銀行(注１)と富士通株式会社の資本・経営参加 

本社を神戸市生田区(現 中央区)に移転

昭和48年７月 株式会社姫路電子計算センターと合併 

姫路市に姫路センター(現 姫路支社)を開設

昭和49年８月 大阪市北区に大阪事務所(現 大阪支社)を開設

昭和53年９月 株式会社ユニオンコンピュータービューローと合併

昭和54年３月 東京都中央区にケーシーエスソフト株式会社(100％子会社)を設立し、西野通信工業

株式会社のソフトウェア部門を営業譲受

昭和55年９月 データ事業部を分離し、神戸市生田区(現 中央区)にケーシーエスデータ株式会社

(100％子会社・現 連結子会社)を設立

昭和58年10月 本社を神戸市中央区の「株式会社太陽神戸銀行(注１)神戸元町研修会館ビル」に移

転

昭和59年３月 リース事業部を分離し、神戸市中央区に子会社ケーシーエスリース株式会社を設立

昭和60年５月 東京都港区にソフトウェア開発部東京分室(現 システム一部東京駐在)を開設

昭和63年７月 商号を株式会社ケーシーエスに変更

昭和63年12月 ケーシーエスリース株式会社の株式を一部売却し、非子会社化

平成２年３月 平成情報サービス株式会社に資本・経営参加

平成３年10月 子会社ケーシーエスソフト株式会社と合併

平成４年４月 商号を株式会社さくらケーシーエスに変更

平成４年12月 岡山県岡山市に岡山入力業務部(現 岡山入力センター)を開設

平成７年１月 神戸市中央区の「さくら銀行(注１)関西事務センター(神戸)ビル」の一部を取得、

同所に本社を移転

平成８年１月 奈良県奈良市に奈良入力センターを開設(注２)

平成10年10月 財団法人日本情報処理開発協会より「プライバシーマーク制度に係るプライバシー

マーク付与」の認定

平成11年７月 財団法人日本品質保証機構より品質保証の国際規格「ISO9001、ISO9002」(*1)の認

証を取得(システム事業部 システム二部)

平成11年10月 神戸市中央区の「さくら銀行(注１)神戸元町研修会館ビル」にアウトソーシングセ

ンターを開設

平成12年６月 大阪証券取引所(現 株式会社大阪証券取引所)市場第二部に上場

平成14年９月 財団法人日本品質保証機構より「ＩＳＭＳ」(*2)の認証を取得(アウトソーシング事

業部 情報処理センター)

平成16年５月 平成情報サービス株式会社の株式を全株売却



３ 【事業の内容】 

(1) 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、親会社、連結子会社１社で構成されておりま

す。 

当社及び連結子会社(以下、当企業集団という。)は、顧客のさまざまな情報化ニーズに対して、その

企画段階からシステム構築、システム機器販売、システム運用管理まで、総合的な情報サービスを提供

しております。 

また、当企業集団は、親会社株式会社三井住友フィナンシャルグループにおいて、総合情報サービス

会社と位置付けられ、同社のグループ会社とは、営業取引以外にも資金取引等があり、緊密な関係にあ

ります。 

  

(2) 当企業集団は、次の品目に関係する事業を行っております。 
  

(注) 当企業集団は、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、不可分の営業形態でありますので、

事業の種類別セグメント情報として開示する事項はありません。それに代わり、事業の状況として品目別

に区分して開示しております。また、必要に応じて、組織上の事業部門［金融関連部門・公共関連部門及

び産業関連部門（一般法人対象）］に区分して開示しております。 

  

① 情報サービス 

イ．システム構築 

当企業集団の主力品目であり、さまざまな業種 (金融、公共、製造・流通・サービス等) の顧客

に対し、アプリケーション・ソフトウェアの受託開発、パッケージソフトの開発・販売を行うとと

もに、システムコンサルティングを実施しております。 

なお、主要取引先としては、三井住友フィナンシャルグループ及び富士通グループがあります。

  

ロ．システム運用管理 

当社のコンピュータシステムによる受託計算処理・ＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロ

バイダ）(*1) サービス・管理運営受託（コンピュータセンターの管理運営業務等）・事務支援業

務（金融機関向け事務集中業務等）・データ入力業務に加え、ハウジングサービス(*2)やホスティ

ングサービス(*3)を含めたアウトソーシング（*4）事業にも注力しております。 

なお、主要取引先としては、三井住友フィナンシャルグループ、地方公共団体及び一般法人があ

ります。 

  

ハ．その他の情報サービス 

上記イ、ロ及び下記②の取引先等に対し、コンピュータ保守業務、サプライ用品販売等を行って

おります。 

  

② システム機器販売 

各種コンピュータ、周辺機器等の販売等を行っております。 

主な仕入先は、富士通株式会社であり、主要販売先は、三井住友フィナンシャルグループ、地方公

共団体及び一般法人であります。 

  

  

*1 ＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダ）とは、事業者がネットワーク経由でアプリケーション・

ソフトウェアを提供し、ユーザがこれを利用するサービスのことであります。 

*2 ハウジングサービスとは、ユーザの通信機器や情報発信用のコンピュータ（サーバ）を、回線設備の整った事

業者の施設に設置するサービスのことであります。 

*3 ホスティングサービスとは、事業者が所有する情報発信用のコンピュータ（サーバ）の容量の一部を、ユーザ

に貸し出すサービスのことであります。 

*4 アウトソーシングとは、社内の業務を外部の業者に委託することで、ハウジングサービスやホスティングサー

ビスなど情報システムの運用管理が代表的なものであります。 

  



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ ・有価証券報告書の提出会社であります。 

  ・議決権の所有又は被所有割合の欄の（ ）内は間接被所有割合で内数、〔 〕内は緊密な者又は同意して

いる者の所有割合で外数であります。 

２ ・特定子会社に該当しません。 

  ・有価証券届出書及び有価証券報告書を提出しておりません。 

  ・売上高(連結会社相互間の内部売上を除く)の連結売上高に占める割合が100分の10以下であるため、主要

な損益情報等の記載を省略しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

当連結会計年度における従業員の状況を、事業部門別に示すと次のとおりであります。 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は最近１年間の平均就労人数を括弧内に外数で記載しておりま

す。 

２ 全社共通として記載しております従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

  

名称 住所
資本金 
又は出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は 

被所有割合
関係内容

(親会社)

㈱三井住友フィナンシャ
ルグループ
(注)１

東京都 
千代田区

1,420,877 銀行持株会社
被所有
52.90％
（52.90％）

当社の親会社である㈱三井
住友銀行の完全親会社であ
ります。

(親会社)

㈱三井住友銀行 
(注)１

東京都 
千代田区

664,986 銀行業

被所有
35.22％
（9.47％）
〔17.68％〕

システム構築の受託、シス
テム運用管理の受託及び資
金の借入 
自社ビルの賃貸

(連結子会社)
ケーシーエスデータ㈱ 
(注)２

神戸市 
中央区

10
データ入力
オペレータ派遣

所有
100.00％

データ入力を委託 
役員の兼任２名

事業部門別の名称 従業員数(人)

産業関連部門
525
〔 43〕

金融関連部門
256
〔115〕

公共関連部門
284
〔108〕

全社共通
104
〔  1〕

合計
1,169
〔267〕



(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含めております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会に属し、組合員数は819名でユ

ニオンシップ制となっております。 

なお、労使間の問題もなく、労働協約の定めるところに従い、健全な労使関係を保っております。 

連結子会社ケーシーエスデータ株式会社には、労働組合が組織されていません。 

  

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,054 38.66 13.69 5,984



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、期初には一部に弱い動きも見られましたが、企業収益の改善

を背景とした設備投資の増加や個人消費の緩やかな増加等の要因に支えられて、いわゆる「踊り場」局

面を脱し、堅調に回復基調を持続してまいりました。 

  

当企業集団が属する情報サービス産業におきましても、売上高の緩やかな増加が続き、顧客企業の情

報化投資に明るさが見えてまいりました。他方、顧客企業の情報化投資に対する費用対効果を見定める

選別の目は一段と厳しさを増し、より一層の価格引下げ、納期短縮、品質向上が求められるなど、厳し

い事業環境が続いております。 

  

このような状況の下、当社におきましては、新中期経営計画「SKCSプロジェクト2005“創新”」（平

成17年４月１日から平成20年３月31日まで）を策定し、「売上増強と収益基盤の拡充」を最大の目標と

して取り組んでまいりました。 

  

特に当連結会計年度は、売上増強のために、受注残高増強特別運動や新規顧客獲得運動を展開すると

ともに、自社開発ソフトやサービス・商品の拡販強化を推進いたしました。同時に、収益基盤拡張に向

けて、ストックビジネス（*1）強化運動によるアウトソージングビジネスの事業強化等にも取り組んで

まいりました。一方、ＲＦＩＤ（*2）など新技術の研究開発に注力すると同時に、人材の能力向上を全

社をあげて推進してまいりました。 

また、制度面では、情報セキュリティ管理体制やディスクロージャー（情報開示）体制の拡充を図る

など、コンプライアンス体制の一層の強化に努めてまいりました。 

  

当連結会計年度の業績につきましては、金融関連部門が減収、公共関連部門が微増となったほか、産

業関連部門が大口商談の増加により大幅増収となり、売上高は24,205百万円で前年同期比692百万円

（2.9％）増と、６期振りの増収を実現しました。 

 また、損益面では、金融関連部門の粗利益率の改善と産業関連部門の売上増加により、経常利益は

937百万円で前年同期比135百万円（16.9％）増と、２期連続の増益となりました。しかし、減損損失

2,236百万円（*3）を計上したため、当期純損失は1,638百万円で、前年同期比2,194百万円の減益とな

りました。 

  

  

*1 ストックビジネスとは、ハードウェア販売やソフトウェア開発のような単発的な性質の契約でなく、アウトソーシン

グや保守契約など安定的、継続的な性質の契約を主体としたビジネスのことであります。 

*2 ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification）とは、人やモノに微小なアンテナ付ＩＣチップを付与し、無線通信に

より識別・管理を行う仕組みのことであります。 

*3 当社の保有する固定資産のうち、時価の下落により減損の兆候が見られる固定資産について、「固定資産の減損に係

る会計基準」に従い減損処理を行いました。 

  



連結品目別売上高は以下のとおりであります。 

  

① 情報サービス 

イ．システム構築 

システム構築は、前年同期比506百万円増加し、12,966百万円となりました。金融関連部門

で大型プロジェクト終了による反動落ちがありましたが、産業関連部門で売上が順調に伸びま

した。 

  

ロ．システム運用管理 

システム運用管理は、前年同期比14百万円減少し、4,647百万円となりました。アウトソー

シング業務が順調に増加した一方で、受託計算業務が減少しました。 

  

ハ．その他の情報サービス 

その他の情報サービスは、前年同期比14百万円減少し、1,966百万円となりました。これ

は、パソコン教室閉鎖等によるものであります。 

  

② システム機器販売 

システム機器販売は、前年同期比215百万円増加し、4,625百万円となりました。産業関連部門

及び公共関連部門、金融関連部門の各部門で売上が順調に伸びました。 

  

なお、品目別売上高及び事業部門別売上高、売上総利益、営業利益は次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 販売費及び一般管理費のうち、全社共通の項目に含めた費用は、管理部門の費用のうち配賦の困難な費用で

あります。 

２ ( )内は前年同期比であります。 

  

金融関連部門 
(百万円)

公共関連部門
(百万円)

産業関連部門
(百万円)

全社共通
(百万円)

合計 
(百万円)

システム構築
4,098

(92.2％)
1,239

(101.1％)
7,629

(112.4％)
―

12,966
(104.1％)

システム運用管理
1,187

(88.1％)
2,114

(98.7％)
1,344

(114.9％)
―

4,647
(99.7％)

その他の情報サービス
106

(76.7％)
574

(103.1％)
1,284

(100.0％)
―

1,966
(99.2％)

情報サービス計
5,392

(90.9％)
3,928

(100.1％)
10,258

(111.0％)
―

19,580
(102.5％)

システム機器販売
218

(137.2％)
1,738

(102.4％)
2,668

(104.5％)
―

4,625
(104.9％)

売上高合計
5,610

(92.1％)
5,667

(100.8％)
12,927

(109.6％)
―

24,205
(102.9％)

売上原価計
4,640

(88.7％)
4,759

(102.4％)
10,702

(111.5％)
―

20,102
(103.2％)

売上総利益
970

(113.3％)
907

(93.1％)
2,224

(101.2％)
―

4,102
(101.8％)

販売費及び一般管理費
230

(89.6％)
383

(92.0％)
849

(102.5％)
1,822

(99.5％)
3,286

(98.6％)

営業利益
739

(123.5％)
523

(93.9％)
1,375

(100.4％)
△1,822
(99.5％)

816
(117.3％)



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会

計年度末に比べ、878百万円増加し、4,625百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比417百万円減少し、1,024百万円となりました。

資金増加の主な要因は、仕入債務の増加によるものであります。一方、資金減少の主な要因は、法人

税等の支払や退職給付引当金の減少によるものであります。なお、前年同期比でキャッシュ・フロー

が減少している主な要因は、確定拠出年金制度への移行にあたり適格年金の過去勤務債務を解消する

ために一括拠出の支出が発生したためであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比245百万円増加し、54百万円となりました。資

金増加の主な要因は、３ヵ月超定期預金の解約による増加であります。一方、資金減少の主な要因と

しては、投資有価証券の取得による支出が増加しております。なお、前年同期比でキャッシュ・フロ

ーが増加している主な要因は、前連結会計年度においては３ヵ月超定期預金の預入による支出があり

ましたが、当連結会計年度においては３ヵ月超定期預金の解約による収入が発生したことによるもの

であります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比99百万円増加し、200百万円のマイナスとなり

ました。資金減少の主な要因は、長期借入金の返済及び配当金の支払であります。なお、前年同期比

でキャッシュ・フローが好転している主な要因は、約定返済が進み、返済負担額が軽減したためであ

ります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ システム構築の生産高については、当連結会計年度の販売実績高に仕掛増減額の販売高相当額を加味し、算

出しております。なお、それ以外につきましては、販売高を記載しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ システム構築以外の業務については、継続業務が大半であり、業務も多岐にわたり把握することが困難なた

め、システム構築業務についてのみ記載しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
 なお、㈱三井住友銀行の情報システム部門で行っているシステム関連機能については、㈱日本総合研

究所を通じて取引しており、同社、同社子会社の㈱ジェイス、同社関連会社の㈱N&J金融ソリューション

ズへの総販売実績は、次のとおりであります。 

 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 生産高(千円) 前年同期比(％)

システム構築 12,769,131 102.4

システム運用管理 4,647,074 99.7

その他の情報サービス 1,966,365 99.2

合計 19,382,571 101.4

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

システム構築 10,907,197 85.8 3,642,043 63.9

合計 10,907,197 85.8 3,642,043 63.9

区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

情報サービス

 システム構築 12,966,637 104.1

 システム運用管理 4,647,074 99.7

 その他の情報サービス 1,966,365 99.2

  小計 19,580,078 102.5

システム機器販売 4,625,112 104.9

合計 24,205,191 102.9

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(千円)
割合
(％)

販売高(千円)
割合 
(％)

富士通㈱ 3,999,017 17.0 3,045,063 12.6

㈱三井住友銀行 685,681 2.9 803,325 3.3

㈱日本総合研究所 863,873 3.7 1,048,129 4.3

㈱ジェイス 231,311 1.0 212,644 0.9

㈱N&J金融ソリューショ
ンズ

144,250 0.6 142,990 0.6



３ 【対処すべき課題】 

今後の経済の見通しにつきましては、設備投資や個人消費の増加等を背景に、当面回復傾向の持続が期

待される一方で、海外経済動向や原油価格、金利動向等の推移には引き続き注意が必要であると考えてお

ります。 

情報サービス産業におきましては、顧客企業の情報化投資意欲は回復基調にあるものの、限られた市場

の中での受注競争の激化、中国などでのオフショア開発（*1）や海外ＥＲＰパッケージの普及等のグロー

バル化、上流工程を中心とした人材不足等が進行すると思われます。こうした中、顧客ニーズに応えられ

るソリューション提案力及び技術力の有無により、情報サービス企業における企業間格差の拡大や淘汰が

引き続き進んでいくと予想されます。 

  

こうした経営環境下、当企業集団が対処すべき当面の課題として、次のことが挙げられます。 

  

(1) 中期経営計画の確実な実行 

当社では、平成17年４月から実施しております中期経営計画「SKCSプロジェクト2005“創新”」の課

題である「売上増強と収益基盤の拡充」に取り組んでまいりました結果、当期には６期振りの増収と２

期連続の経常増益を実現することができました。 

この中期経営計画「SKCSプロジェクト2005“創新”」を引き続き推進し、この計画の主目標である５

項目（①拡大均衡の流れを創ること、②全事業部が確固としたビジネスモデル（競争戦略）を創るこ

と、③収益の太い柱となるアウトソーシング事業・ソリューション事業を創ること、④新技術・新サー

ビス・新ビジネスを創ること、⑤競争力を持つ人材を創ること）の実現に向けて、諸課題に取り組んで

まいります。 

また、経営管理手法としてバランス・スコアカードを活用し、財務、顧客戦略、業務プロセス改善、

人材育成活用の４つの視点それぞれの課題間のリンケージ（関連）と評価指標に一層工夫をこらすこと

により、これらの課題を着実に実践に繋げてまいります。 

  

(2) 企業体質の強化 

引き続き、プロジェクト管理体制の強化、コンプライアンス（法令遵守）体制の強化、ディスクロー

ジャー（情報開示）体制の拡充及び情報セキュリティ体制の強化を一層推進し、企業体質の強化を図っ

てまいります。特に、平成21年３月期から適用が予定されている日本版企業改革法（Ｊ－ＳＯＸ法）へ

の対応を視野に入れて、財務報告に係る内部統制の強化に取り組んでまいります。 

  

(3) 人材の育成 

情報化投資の回復に伴う技術者不足の兆候が見られることを踏まえて、優秀な人材の確保に努めると

ともに、「顧客の経営課題解決の核心を衝く提案力・営業力」や「提案内容を具体化する技術力・プロ

ジェクトマネジメント力」を持った人材の育成に特に注力してまいります。 

  

このような諸施策を確実に実行することにより、徹底した企業体質の強化と業績の向上に取り組んでま

いる所存であります。 

  

  

*1 オフショア開発とは、システムインテグレータがシステム開発などを海外の事業者や海外子会社に委託することであ

ります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、本項の記載内容のうち、将来に関する事項を記載している場合には、当該事項は当連結会計年度

末現在において判断したものであります。 

  

(1) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動 

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動はありません。 

ただし、経済情勢の変化等によるシステム投資動向、競合状況、大型プロジェクト案件の存否、個別

プロジェクトの進捗状況や採算性等により、経営成績が変動する可能性があります。また、当企業集団

の事業につきましては、システムの納入が第２四半期（７～９月）及び第４四半期（１～３月）に集中

する傾向があり、且つ売上の計上基準として検収基準を採用している関係から、売上高は、第１四半期

（４～６月）及び第３四半期（10～12月）において減少し、第２四半期（７～９月）及び第４四半期

（１～３月）で増加するパターンとなり、四半期毎・半期毎の経営成績が変動いたします。 

  

(2) 特定の取引先・製品・技術等への依存 

(三井住友フィナンシャルグループとの関係について） 

当企業集団は、親会社株式会社三井住友銀行を含む三井住友フィナンシャルグループにおいて、総合

情報サービス会社として位置付けられ、同グループとは、営業取引以外にも資金取引等があり、緊密な

関係にあります。 

  

(3) 特有の法的規制・取引慣行・経営方針 

(情報サービス業界に特有な状況) 

顧客の基幹システムの開発・運用等を受託していることから、顧客システムのシステムトラブルや、

顧客よりお預りした顧客情報または個人情報の流出といった事態が発生し、顧客等からの損害賠償請求

や当社の信用失墜等の事態を招く可能性があります。 

また、急速な技術革新や顧客ニーズの高度化・多様化に伴い、提供するサービスまたは製品に対して

第三者から知的所有権の侵害を理由とする訴訟提起又は請求を受け、その結果、当企業集団が損害賠償

を負担し、または代替技術の獲得若しくは開発をしなければならなくなる可能性があります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

変革し続ける当業界の中で当社が発展するためには、顧客の経営課題解決のためのＩＴ（情報システ

ム・サービス）に対する要望の多様化、高度化に応え続けることが重要であります。このため、先端技術

への取り組みと新商品・新サービス開発力の強化を積極的に行っております。 

研究開発活動は、全部門を対象として、研究開発案件の発掘を行い、常務会での審査・承認を経て実施

しております。 

なお、連結子会社のケーシーエスデータ株式会社は、研究開発活動を行っておりません。 

  

当連結会計年度の研究開発費の計上額は、40百万円であります。 

  

事業部門別の研究開発活動は、次のとおりであります。 

  

(1) 産業関連部門 

産業関連部門の当連結会計年度の研究開発費の計上額は、16百万円であります。 

主な研究開発活動は次のとおりであります。 

① ＲＦＩＤ技術を活用したソリューションの研究開発 

ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification：無線ICタグ）技術は、物流管理、販売管理、トレー

サビリティ等、幅広い分野での高度利用が期待されております。この新技術に対応したトータルソリ

ューションを提供するための研究開発を実施いたしました。この成果の一部として、個人情報等の重

要情報資産管理システム、物流管理システムのプロトタイプを完成いたしました。 

  

② ＣＭＳホスティング・サービスの導入検証 

インターネット上に公開される情報の多様化に伴い、各企業・団体のＷｅｂサイトのコンテンツ管

理は、複雑化してきております。当社ｉＤＣ（*1）で提供しております「ホスティングサービス」に

おいても、ＣＭＳ（Contents Management System）（*2）への対応の要望が高まっており、これに対

応すべく研究開発を実施いたしました。 

  

③ 次世代ＶＡＮソリューションの研究開発 

企業間取引は、ＶＡＮ（Value Added Network）・専用線を用いた従来型のＥＤＩから、インター

ネットを基盤とする電子商取引をはじめ、多様な形態が進展しております。中堅・中小企業において

も電子商取引の利用が盛んになり、受発注の他、多様な企業間取引形態に対応した販売管理システム

へのニーズが高まってきており、これに対応するための研究開発に着手いたしました。 

  

(2) 金融関連部門 

金融関連部門の当連結会計年度の研究開発費の計上額は、17百万円であります。 

主な研究開発活動は次のとおりであります。 

① 資金管理システムの研究開発 

各金融機関から法人向けの資金管理等の多様なサービスが提供されている一方で、これらとＥＲＰ

（Enterprise Resource Planning）パッケージを含む財務会計パッケージとの連携について、よりシ

ームレスな連携を望む声が多く、これらのニーズに応えるための研究開発に着手いたしました。 

  

② 誤送信防止ＦＡＸシステムの研究開発 

金融機関等ではＦＡＸの誤送信を防止するために、複数の担当者の目視による確認を行う等のコス

トが増大しており、このコスト削減のニーズに応えるための研究開発を実施いたしました。この成果

を活用して、誤送信防止ＦＡＸシステムとして販売を開始いたしました。 

  



(3) 全社共通 

全社共通の当連結会計年度の研究開発費の計上額は、６百万円であります。 

主な研究開発活動は次のとおりであります。 

① ソフトウェア・モデリング技法「ＵＭＬ」の導入と適用に係る研究開発 

システム構築事業共通の研究開発として、「ＵＭＬ（Unified Modeling Language）（*3）」の導

入及びモデリング環境、開発環境の構築を実施いたしました。この成果を活用し、品質・生産性向上

に役立ててまいります。 

  

② アプリケーションフレームワーク研究開発 

当社内における業務システム構築の効率化、品質の均一化を図るために、オリジナルフレームワー

ク（*4）の研究開発に取り組んでおります。当連結会計年度では、ＶＢ．ＮＥＴ（*5）を用いた開発

業務を対象としたフレームワークの研究開発に着手いたしました。 

  
*1 ｉＤＣ（インターネット・データセンター）とは、物理的な堅牢性とセキュリティを備えたサーバルームと広帯域な
バックボーン回線を備えたセンター施設であり、電子商取引やＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダ）
事業を行うためのサービスを提供します。 

*2 ＣＭＳ（コンテンツ・マネージメント・システム）とは、Ｗｅｂコンテンツを構成するテキストや画像、レイアウト
情報等を一元的に保存・管理し、サイトの構築や編集を行うソフトウェアのことであります。 

*3 ＵＭＬとは、ソフトウェア開発におけるプログラム設計図等の統一表記法のことであります。 
*4 フレームワークとは、「開発標準」とも呼ばれ、ドキュメント規約、開発規約、コーディング・パターン、ライブラ
リ等が含まれます。 

*5 ＶＢ．ＮＥＴとは、マイクロソフト社が提供する「.NET Framework」上で動作するプログラムを開発するプログラム
言語であります。言語の正式名称は「Visual Basic」ですが、従来の製品と区別するため「ＶＢ．ＮＥＴ」と呼称さ
れています。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

(資産) 

資産合計は、前年同期比1,514百万円減少し、18,207百万円となりました。 

流動資産は、前年同期比665百万円増加し、11,860百万円となりました。これは、主に現金及び預金

の増加によるものであります。詳細につきましては、「１ 業績等の概要、(2)キャッシュ・フローの

状況」をご参照ください。一方、自治体合併商談等の大型のシステム構築案件が完了したことにより仕

掛品が減少したため、たな卸資産が前年同期比78百万円減少しております。 

固定資産は、前年同期比2,180百万円減少し、6,347百万円となりました。 

有形固定資産は、前年同期比2,356百万円減少し、2,677百万円となりました。これは、主に時価の下

落により減損の兆候が見られる固定資産について「固定資産の減損に係る会計基準」に従い減損処理を

行ったことによるものであります。 

無形固定資産は、前年同期比209百万円減少し、323百万円となりました。これは、減損処理及び売却

による保養所施設の借地権の減少のほか、ソフトウェアの減価償却による減少であります。 

投資その他の資産は、前年同期比385百万円増加し、3,346百万円となりました。投資有価証券の時価

評価により評価差益が大幅に増加した結果、投資有価証券が前年同期比621百万円増加しております。

一方、評価差益に係る繰延税金負債を計上し繰延税金資産と相殺を行った結果、繰延税金資産は前年同

期比227百万円減少しております。 

  

(負債) 

負債合計は、前年同期比74百万円減少し、5,860百万円となりました。 

流動負債は、前年同期比200百万円増加し、4,173百万円となりました。仕入債務が増加しましたが、

当連結会計年度の法人税・住民税及び事業税の負担額が前年同期比245百万円減少したことにより、未

払法人税等が196百万円減少しております。また、前連結会計年度において、ソフトウェア開発案件の

うち、将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることができる等、一定の条件を満

たすものについて受注損失引当金を計上しておりましたが、当連結会計年度末においては計上要件を満

たす案件がないため受注損失引当金は発生しておりません。 



固定負債は、前年同期比275百万円減少し、1,686百万円となりました。減少の主な要因は、確定拠出

年金制度への移行にあたり適格年金の過去勤務債務を解消するために一括拠出を行った結果、退職給付

引当金が前年同期比213百万円減少したことによるものであります。また、長期借入金が返済により前

年同期比88百万円減少しております。 

  

(資本) 

資本合計は、前年同期比1,440百万円減少し、12,347百万円となりました。当連結会計年度は、減損

処理の影響による当期純損失を計上したこと等により利益剰余金が前年同期比1,750百万円減少してお

ります。一方、有価証券の時価評価により、その他有価証券評価差額金が前年同期比310百万円増加し

ております。 

その結果、自己資本比率は前連結会計年度末より2.1％低下し、67.8％となりました。 

  
  
(2) 経営成績の分析 

(売上高・売上原価) 

売上高は、前年同期比692百万円増加し、24,205百万円となりました。売上原価は、前年同期比619百

万円増加し、20,102百万円となり、その結果、売上総利益は4,102百万円と前年同期比72百万円の増益

となりました。売上高につきましては、金融関連部門が減収となりましたが、産業関連部門が大口商談

の増加により大幅増収となり、６期振りの増収となりました。売上総利益につきましては、増収効果に

より増益となりましたが、システム機器販売の粗利率低下などの影響により売上総利益率は0.2％低下

し16.9％となりました。詳細につきましては、「１ 業績等の概要、（1）業績」をご参照ください。 

  

(販売費及び一般管理費) 

販売費及び一般管理費は、前年同期比47百万円減少し、3,286百万円となりました。これは、バラン

ス・スコアカード推進運動の一環として経費削減に取り組んだことによるものであります。 

その結果、営業利益は816百万円と前年同期比120百万円の増益となりました。 

  

(営業外収益・営業外費用) 

営業外収益は、前年同期比17百万円減少し、160百万円となりました。これは、主に受取配当金の減

少によるものであります。また、営業外費用は、前年同期比32百万円減少し、39百万円となりました。

これは、主に固定資産売廃却損と貸倒引当金繰入額の減少によるものであります。 

その結果、経常利益は937百万円と前年同期比135百万円の増益となりました。 

  

(特別利益・特別損失) 

特別利益は、当連結会計年度の計上はなく、前年同期比176百万円減少となりました。前連結会計年

度では、平成情報サービス株式会社（持分法非適用関連会社）の株式売却による関係会社株式売却益を

計上しております。また、特別損失は、前年同期比2,249百万円増加し、2,293百万円となりました。こ

れは、減損損失の計上によるものであります。 

その結果、税金等調整前当期純損失は1,356百万円となり、前年同期比2,290百万円の減益となりまし

た。 

  

(法人税等) 

法人税等は、前年同期比245百万円減少し、270百万円となりました。これは、主に年金資産への一括

拠出額を損金算入したことにより、課税所得が減少したためであります。 

その結果、当期純損失は1,638百万円となり、前年同期比2,194百万円の減益となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの分析 

現金及び現金同等物は、前年同期比878百万円増加し、4,625百万円となりました。詳細につきまして

は、「１ 業績等の概要、(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度は、総額で108百万円の設備投資を実施しました。その内訳は、有形固定資産で63百万

円、無形固定資産では、ソフトウェアの取得が44百万円であります。 

 なお、このほかリースにより社内開発用機器及びＯＡ機器をリース料総額132百万円で導入いたしまし

た。 

 所要資金は、自己資金で賄っておりますが、社内利用機器については原則リース利用により調達してお

ます。 

  



２ 【主要な設備の状況】 
(1) 提出会社 
  

 
(注) １ 土地及び建物の一部を賃借しており、賃借料は393,299千円であります。土地の面積については[ ]で外書

きしております。 
２ 上表には賃貸中の建物102,145千円が含まれております。 
３ 現在休止中の主要な設備はありません。 
４ リース契約による主な賃借設備は、下記のとおりであります。 

 
(注) パソコン及び周辺機器の台数については種類、仕様、規格等が多岐にわたり、表示することが困難な

ため、記載を省略しております。 

  
(2) 国内子会社 
  

 
(注) １ 投下資本の金額は、帳簿価額で表示しております。 

２ 建物の一部を賃借しており、賃借料は30,035千円であります。 
３ リース契約による主な賃借設備は、下記のとおりであります。 

 
  
(3) 在外子会社 
該当する子会社はありません。 

  

事業所 
(所在地)

事業の 
内容

設備の 
内容

設備の種類別帳簿価額(千円)
従業
員数 
(人)

土地
(面積㎡)

建物及び
構築物

機械装置
及び 
器具備品

ソフト
ウェア

合計

本社 
(神戸市中央区)

情報サービス 
システム機器販売

生産 
事務所

927,760
(904.64)
[20.80]

422,594 47,038 198,138 1,595,531 451

情報処理センター 
(神戸市中央区)

情報サービス 
(アウトソーシン
グ)

生産 
事務所

― 228,157 78,073 1,558 307,789 48

東京本社 
(東京都中央区)

情報サービス 
システム機器販売

生産 
事務所

― 17,468 8,421 15,773 41,663 310

姫路支社 
(兵庫県姫路市)

情報サービス 
システム機器販売

生産 
事務所

51,500
(288.78)
[79.84]

263,472 1,043 225 316,240 26

大阪支社 
(大阪市淀川区)

情報サービス 
システム機器販売

生産 
事務所

― 23,814 3,457 8,720 35,992 166

明石ビル 
(兵庫県明石市)

情報サービス
生産 
事務所

381,000
(875.08)

134,377 488 ― 515,865 44

名称
台数 
(台)

リース期間
年間
リース料 
(千円)

リース契約
残高 
(千円)

備考

大型コンピュータ機器 
(周辺機器含む)

2 60ヵ月 58,075 96,120
所有権移転外 
ファイナンス・リース

オフィスコンピュータ機器 
(周辺機器含む)

10 48ヵ月 3,191 5,652
所有権移転外 
ファイナンス・リース

パソコン及び周辺機器 ― 36ヵ月～72ヵ月 160,777 323,865
所有権移転外 
ファイナンス・リース

会社名
事業所 
(所在地)

事業の
内容

設備の 
内容

設備の種類別帳簿価額(千円)
従業
員数
(人)

土地
(面積㎡)

建物及び
構築物

機械装置
及び 
器具備品

ソフト
ウェア

合計

ケーシーエ
スデータ 
株式会社

本社 
(神戸市 
中央区)

情報 
サービス

生産 
事務所

― 6,439 3,328 3,521 13,289 95

姫路営業所 
(兵庫県 
姫路市)

情報 
サービス

生産 
事務所

― 264 199 ― 464 20

名称
台数 
(台)

リース期間
年間
リース料 
(千円)

リース契約
残高 
(千円)

備考

オフィスコンピュータ機器 
(周辺機器含む)

1 60ヵ月 4,716 17,685
所有権移転外 
ファイナンス・リース



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

当企業集団の設備投資においては、将来の事業展開を予測した生産計画に必要な合理化設備等、投資

効率を総合的に勘案して計画しております。 

当連結会計年度末における重要な設備の新設等に係る投資予定額は、自社利用ソフトウェア101百万

円、社内利用機器234百万円を含む総額458百万円であります。 

所用資金については、自己資金を充当する予定でありますが、社内利用機器はリース利用を予定して

おります。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増減は次によるものであります。 

平成12年６月９日 

有償一般募集(ブックビルディング方式) 

１株当たりの発行価格は1,000円、引受価格は940円、発行価額は723円、資本組入額は362円であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

種類
事業年度末現在発行数(株) 
(平成18年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成18年６月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 11,200,000 11,200,000
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 11,200,000 11,200,000 ― ―

年月日
発行済株式
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成12年６月９日 1,200,000 11,200,000 434,400 2,054,600 693,600 2,228,800



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 自己株式284株は、「個人その他」に２単元、「単元未満株式の状況」に84株含まれております。 

なお、期末日現在の実質的な所有株式数も、284株であります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 12 5 38 3 ― 703 761 ―

所有株式数 
(単元)

― 35,978 117 48,936 347 ― 26,615 111,993 700

所有株式数 
の割合(％)

― 32.13 0.10  43.70 0.31 ― 23.76 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 2,883 25.75

三井住友銀リース株式会社 東京都港区西新橋３－９－４ 1,980 17.68

さくらケーシーエス 
従業員持株会

神戸市中央区播磨町21－１ 1,578 14.09

富士通株式会社 川崎市中原区上小田中４丁目１－１ 1,550 13.84

さくら情報システム株式会社 東京都中央区日本橋本町３丁目４－10 500 4.46

株式会社みなと銀行 神戸市中央区三宮町２丁目１－１ 310 2.77

ＳＭＢＣ 
コンサルティング株式会社

東京都千代田区麴町２－１－４ 140 1.25

さくらカード株式会社 東京都中央区日本橋堀留町１－８－12 110 0.98

桃 井 光 男 兵庫県赤穂市 100 0.89

グローリー工業株式会社 兵庫県姫路市下手野１丁目３－１ 100 0.89

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 100 0.89

計 ― 9,352 83.50



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式84株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

 
  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数 (個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式) 
普通株式

200 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,199,100 111,991 ―

単元未満株式 普通株式 700 ― ―

発行済株式総数 11,200,000 ― ―

総株主の議決権 ― 111,991 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式
数の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
株式会社さくらケーシーエス

神戸市中央区播磨町21番１ 200 ― 200 0.0

計 ― 200 ― 200 0.0



(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状

況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

３ 【配当政策】 

  

当社は、企業体質の一層の強化と長期的に安定した業績の向上に努め、その成果に応じた利益配分を株

主に行うことを基本としております。 

このため、株主に対する配当につきましては、中長期の経営計画に基づく投資に対する資金需要に備え

るための内部留保の充実と安定配当を念頭に、財政状態及び配当性向等を総合的に勘案して実施すること

としております。 

なお、内部留保資金は経営体質の一層の充実、及び将来の事業展開に役立てることとしております。 

当期の業績につきましては、減損処理を行ったことにより当期純損失を計上しましたが、これは一時的

な要因によるものであり、経常収支では６期振りの増収、並びに２期連続の経常増益を実現することがで

き、当社の基本的な収益力には何ら問題はありません。従いまして、当期の配当につきましては、前期と

同様１株につき10円（うち中間配当５円）といたしました。 

なお、第38期の中間配当についての取締役会決議日は平成17年11月18日であります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

最高(円) 1,080 828 690 750 970

最低(円) 690 490 500 501 650

月別
平成17年 
10月

11月 12月
平成18年
１月

２月 ３月

最高(円) 715 731 890 970 880 815

最低(円) 663 700 713 786 772 757



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役会長 

(代表取締役)
小 川 惠 三 昭和19年８月18日生

平成13年４月 株式会社三井住友銀行専務取締役

兼専務執行役員
6平成14年６月 当社代表取締役社長

平成18年４月 同代表取締役会長（現任）

取締役社長 

(代表取締役)

兼 

社長執行役員

高 橋 繁 正 昭和22年３月８日生

平成15年６月 株式会社三井住友銀行専務取締役

兼専務執行役員

5

平成16年６月 当社顧問

平成16年６月 同代表取締役副社長

平成18年４月 同代表取締役社長

平成18年６月 同代表取締役社長兼社長執行役員

（現任）

取締役 

兼 

専務執行役員

マネージメン

トサポートセ

クター担当

大 條 文 明 昭和23年８月15日生

平成10年11月 株式会社さくら銀行検査部長

1

平成12年５月 当社総務本部経営企画部長

平成12年６月 同取締役

平成14年６月 同常務取締役

平成16年６月 同専務取締役

平成18年６月 同取締役兼専務執行役員、マネー

ジメントサポートセクター担当

（現任）

取締役 

兼 

常務執行役員

公共システム

事業部長、入

力業務部担当

木 村 正 弘 昭和22年１月２日生

平成６年10月 株式会社さくら銀行西脇支店長

1

平成９年１月 当社総務本部経理部部付部長

平成10年６月 同取締役

平成13年３月 ケーシーエスデータ株式会社代表

取締役

平成16年６月 当社常務取締役

平成18年６月 同取締役兼常務執行役員、公共シ

ステム事業部長、入力業務部担当

（現任）

取締役 

兼 

常務執行役員

金融システム

事業部長
瀬 川   清 昭和22年４月２日生

平成９年６月 株式会社さくら銀行事務統括部関

西事務センター長

2

平成10年７月 当社東京金融システム事業部東京

金融システム二部長

平成11年６月 同取締役

平成16年６月 同常務取締役

平成18年６月 同取締役兼常務執行役員、金融シ

ステム事業部長（現任）

取締役 

兼 

常務執行役員

東京システム

事業部長
鍛 原 弘 到 昭和22年２月24日生

平成11年６月 株式会社富士通中部システムズ常

務取締役

1

平成15年１月 フェイマス株式会社代表取締役社

長

平成16年４月 当社顧問

平成16年６月 同常務取締役

平成18年６月 同取締役兼常務執行役員、東京シ

ステム事業部長（現任）

取締役 

兼 

常務執行役員

ビジネスサポ

ートセクター

担当

山 本 健 一 昭和23年12月15日生

平成11年10月 株式会社さくら銀行ＥＣ業務部長

2

平成13年５月 当社事業推進本部東京事業推進室

主幹

平成13年６月 同取締役

平成17年６月 同常務取締役

平成18年６月 同取締役兼常務執行役員、ビジネ

スサポートセクター担当（現任）



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

取締役 

兼 

常務執行役員

アウトソーシ

ング事業部長
森 本   均 昭和22年11月24日生

昭和45年４月 日本情報サービス株式会社入社

8

昭和51年９月 当社入社

平成３年４月 同ソフトウェア事業本部システム

営業部長

平成11年６月 同取締役

平成12年６月 同執行役員

平成15年６月 同取締役

平成17年６月 同常務取締役

平成18年６月 同取締役兼常務執行役員、アウト

ソーシング事業部長（現任）

取締役 

兼 

常務執行役員

システム事業

部長、大阪支

社担当

田 中 秀 明 昭和26年２月２日生

平成12年４月 株式会社さくら銀行神戸営業第一

部長

1

平成13年11月 当社総務本部経営企画部広報室長

平成15年６月 同取締役

平成18年６月 同取締役兼常務執行役員、システ

ム事業部長、大阪支社担当（現

任）

取締役 

兼 

常務執行役員

産業システム

事業部長、Ｅ

ＲＰソリュー

ショ ン 部 担

当、姫路支社

担当

水 島   望 昭和24年２月17日生

昭和48年１月 株式会社岩井計算センター入社

8

昭和51年４月 当社入社

平成10年７月 同総務本部人事部研修所長

平成12年６月 同執行役員

平成17年６月 同取締役

平成18年６月 同取締役兼常務執行役員、産業シ

ステム事業部長、ＥＲＰソリュー

ション部担当、姫路支社担当（現

任）

取締役 瀧 川 博 司 昭和８年４月27日生

昭和36年７月 兵庫トヨタ自動車株式会社入社

5

昭和44年３月 当社取締役

昭和46年９月 同監査役（非常勤）

昭和52年６月 兵庫トヨタ自動車株式会社代表取

締役社長（現任）

昭和61年６月 トヨタビスタ神戸株式会社（現ネ

ッツトヨタゾナ神戸株式会社）代

表取締役会長（現任）

平成３年６月 株式会社トヨタレンタリース兵庫

代表取締役会長（現任）

平成５年６月 トヨタ部品兵庫共販株式会社代表

取締役会長（現任）

平成15年６月 株式会社神戸国際会館代表取締役

社長（現任）

平成16年６月 当社取締役（非常勤）（現任）

常勤監査役 盛 田 政 敏 昭和21年４月13日生

昭和46年４月 株式会社松田電子計算センター入

社

11

昭和46年11月 当社入社

昭和58年10月 同ソフト開発部長

昭和63年６月 同取締役

平成９年６月 同常務取締役

平成18年６月 同常勤監査役（現任）

常勤監査役 藤 川   定 昭和21年９月26日生

平成４年10月 株式会社さくら銀行人事第一部人

材開発室業務推進役

3

平成８年５月 当社姫路支社副支社長

平成８年６月 同姫路支社長

平成12年７月 同総務本部経営企画部財務経理部

長

平成16年６月 同監査部長

平成17年６月 同常勤監査役（現任）



 
(注) １ 株式会社さくら銀行は、現在の株式会社三井住友銀行であります。 

２ 監査役尾上壽男及び中尾清二の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監査機能と各部門の業務執行

機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。また、平成18年６月

29日付で、取締役会長と取締役社長を除く役付取締役を廃止するとともに、取締役も執行役員を兼務する制

度としております。 

なお、執行役員（取締役兼任は除く）は以下の10名であります。 

 
４ 当社は、法令に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠

監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

 
  

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、顧客ニーズや技術環境がめまぐるしく変化する情報サービス産業において、経営環境の変化

に迅速に対応できる組織体制を構築し、株主を重視した透明で公正な経営システムを維持することが最

重要課題と考えており、その実現に向けてコーポレート・ガバナンスの強化・充実に努めております。

そのため、取締役会及び監査役会に加えて、常務会及び危機管理委員会等の各種委員会を設置し、経

営の意思決定や業務執行、監督等の機能を分担しております。また、リスク管理を経営の重要課題のひ

とつと位置づけ、全社をあげてコンプライアンス（法令遵守）等の強化に取り組んでおります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株)

監査役 尾 上 壽 男 昭和10年８月16日生

昭和45年12月 グローリー工業株式会社取締役

0平成13年６月 同代表取締役会長（現任）

平成16年６月 当社監査役（非常勤）（現任）

監査役 中 尾 清 二 昭和15年４月28日生

平成13年４月 兵庫県住宅供給公社理事長

1

平成16年４月 財団法人兵庫県園芸・公園協会監

事

平成16年６月 当社監査役（非常勤）（現任）

平成17年４月 財団法人兵庫地域政策研究機構理

事事務局長（現任）

計 62

役職 氏名 担当

常務執行役員 大田 正和 コンサルティング部長

執行役員 石黒 修一 東京ソフトウェア技術部長

執行役員 畑中 正信 総務部長

執行役員 大杉 幹夫 産業システム部長

執行役員 近江 一彦 情報処理センター長

執行役員 壷井  薫 アウトソーシング営業部長

執行役員 奥田 嘉彦 大阪支社長

執行役員 近澤 昭二 東京システム開発部長

執行役員 草野 憲夫 財務経理部長

執行役員 石田 千春 東京システム営業部長

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 

（千株）

永 原 憲 章 昭和26年７月18日生

昭和59年４月 弁護士登録

―

原田法律事務所入所

昭和63年10月 原田法律事務所を承継

平成８年４月 江戸町法律事務所と改称

現在に至る



(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容及び内部統制の整備の状況 

当社は、監査役制度を採用しております。取締役会は14名で構成され、監査役会は監査役３名（う

ち社外監査役２名）で構成されております。 

取締役会は、業務執行に関する決定、重要事項の決議、取締役の業務執行の監督を実施するととも

に、戦略的視点や社会的視点から公正で率直な議論を行っております。 

業務執行につきましては、役付取締役及び常勤監査役等から構成される常務会を少なくとも毎月１

回開催しており、業務の執行に関する諸計画、その他経営に関する重要事項について協議を行ってお

ります。 

内部統制の整備につきましては、会社法及び会社法施行規則に基づき「内部統制システムの構築に

関する基本方針」を定め、その整備に取り組んでおります。 

  

会社の機関及び内部統制の模式図は、次の通りです。 

  
 

（注） １ 平成18年６月29日付で組織変更を行い、常務会と役員協議会を統合し、経営会議としております。 

 ２ 提出日現在の役員数は、取締役11名、監査役４名（うち、社外監査役２名）であります。 

  

② 内部監査及び監査役監査の状況 

監査役監査につきましては、監査役が取締役会等の重要な会議に出席するとともに、取締役の業

務執行の適法性、内部統制システムの整備状況及び企業情報の開示体制等につき、広く業務監査及

び会計監査を実施しております。 

内部監査につきましては、業務執行部門から独立した監査部が担当しており、全ての業務執行部

門及び子会社に対して年１回書面監査及び実地監査を行っております。監査結果は、定期的に開催

する監査報告会で社長へ報告を行うとともに、年２回常務会にも報告を行っております。内部監査

の内容としましては、会計監査、業務監査、システム監査、個人情報保護監査、情報セキュリティ

監査から構成されており、業務執行の適正性・有効性を検証しております。 

なお、監査役及び監査部は、定期的に情報交換を行うとともに、監査報告会に出席することで、

内部監査情報の把握を行い、監査の質の向上に努めております。 



  

③ 会計監査の状況 

会計監査につきましては、あずさ監査法人による会計監査を受けております。当社の会計監査業

務を執行した公認会計士は黒崎寛（継続監査年数16年）及び常本良治（同９年）であり、あずさ監

査法人に所属しております。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補１名

であります。 

なお、監査役、会計監査人及び監査部は、必要に応じて情報交換を行うことにより、相互連携を

高めております。 

  

④ 社外取締役及び社外監査役との関係 

会社と社外監査役との人的関係、資本的関係、取引関係はありません。（社外監査役は、親会

社、関連会社等グループ会社の出身ではありません。また、研究開発委託等の関係もなく、営業取

引関係もありません。） 

なお、尾上壽男 当社監査役は、グローリー工業㈱代表取締役会長であり、当社は同社と取引関

係がありますが、通常の取引であり、特別の利害関係はありません。 

  

(3) リスク管理体制の整備の状況 

当社は、リスク管理を経営の重要課題のひとつと位置づけ、全社をあげてコンプライアンス（法令遵

守）等の強化に取り組んでおります。 

そのため、リスク管理総括責任者である社長の下、マネージメントサポートセクター担当役員をリス

ク管理責任者とし、財務・事務・システム・コンプライアンスのリスク毎に担当責任者を定め、その予

防及び発生時の対応を行っております。 

中でもコンプライアンスにつきましては、年度毎に「コンプライアンス・プログラム」を策定してそ

の実践に努めているほか、当社が守るべき法令や企業ルールをより具体的にまとめた「コンプライアン

ス・マニュアル」を従業員に配布し、周知徹底を図っております。 

また、平成18年４月に、コンプライアンス違反等の早期発見による、当社の社会的信頼の維持及び業

務運営の公正性の確保を目的とした内部通報制度も創設しております。 

  

(4) 役員報酬の内容 

 
(注) １ 上記の支給額のほか、当期中に任期満了により退任取締役１名及び退任監査役１名に対し6,450千円の

退職慰労金を支払っております。 

２ 上記の支給額のほか、取締役４名に対し使用人兼務取締役給与相当額19,071千円を支払っております。

３ 当期中の退任取締役１名及び退任監査役１名に対する報酬を含めております。 

  

(5) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する報酬 

 
  

取締役 14名 132,265千円

監査役 3名 12,861千円（うち社外監査役２名 4,800千円）

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 14,925千円

上記以外の業務に基づく報酬 ―千円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第

５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５

号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで)及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年

４月１日から平成18年３月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,147,209 4,775,327

 ２ 受取手形及び売掛金 5,507,430 5,622,827

 ３ たな卸資産 861,604 783,401

 ４ 繰延税金資産 361,602 364,508

 ５ その他 325,191 328,120

   貸倒引当金 △8,156 △13,401

   流動資産合計 11,194,881 56.8 11,860,784 65.1

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 3,546,736 3,366,631

     減価償却累計額 2,203,936 1,342,800 2,260,509 1,106,121

  (2) 機械装置 179,136 177,557

     減価償却累計額 104,041 75,095 113,190 64,366

  (3) 器具備品 417,202 407,538

     減価償却累計額 320,340 96,861 329,879 77,659

  (4) 土地 3,519,107 1,421,215

  (5) 建設仮勘定 ― 7,726

   有形固定資産合計 5,033,864 25.5 2,677,090 14.7

 ２ 無形固定資産 532,917 2.7 323,642 1.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,947,875 2,569,784

  (2) 繰延税金資産 481,041 253,180

  (3) その他 565,498 571,821

    貸倒引当金 △33,529 △48,473

   投資その他の資産合計 2,960,885 15.0 3,346,313 18.4

   固定資産合計 8,527,667 43.2 6,347,046 34.9

   資産合計 19,722,549 100.0 18,207,830 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,111,442 2,455,227

 ２ 短期借入金 88,000 88,000

 ３ 未払法人税等 355,214 158,460

 ４ 賞与引当金 694,454 749,106

 ５ 受注損失引当金 29,000 ―

 ６ その他 694,717 722,907

   流動負債合計 3,972,828 20.1 4,173,701 22.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 110,000 22,000

 ２ 退職給付引当金 1,701,921 1,488,351

 ３ 役員退職慰労引当金 80,375 104,675

 ４ その他 69,533 71,508

   固定負債合計 1,961,830 10.0 1,686,535 9.3

   負債合計 5,934,658 30.1 5,860,236 32.2

(少数株主持分)

  少数株主持分 ― ― ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 2,054,600 10.4 2,054,600 11.3

Ⅱ 資本剰余金 2,228,800 11.3 2,228,800 12.2

Ⅲ 利益剰余金 9,047,598 45.9 7,297,219 40.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金 457,029 2.3 767,156 4.2

Ⅴ 自己株式 ※２ △136 △0.0 △181 △0.0

   資本合計 13,787,891 69.9 12,347,593 67.8

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計

19,722,549 100.0 18,207,830 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 23,512,338 100.0 24,205,191 100.0

Ⅱ 売上原価
※２ 
※３

19,482,847 82.9 20,102,706 83.1

   売上総利益 4,029,491 17.1 4,102,485 16.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※１ 
※３ 3,333,882 14.2 3,286,214 13.5

   営業利益 695,608 2.9 816,270 3.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 180 359

 ２ 受取配当金 66,178 43,094

 ３ 不動産賃貸料 68,320 74,060

 ４ 保険配当金 ― 16,534

 ５ 雑収入 43,573 178,253 0.8 26,461 160,509 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2,677 1,534

 ２ 固定資産売廃却損 18,060 5,319

 ３ 不動産賃貸費用 25,716 24,081

 ４ 貸倒引当金繰入額 18,000 ―

 ５ 雑損失 7,502 71,956 0.3 8,455 39,390 0.2

   経常利益 801,905 3.4 937,389 3.9

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 1,167 ―

 ２ 関係会社株式売却益 163,232 ―

 ３ 貸倒引当金戻入益 11,991 176,390 0.8 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ ゴルフ会員権評価損 ※４ 2,790 ―

 ２ 特別退職金 41,531 45,903

 ３ 減損損失 ※５ ― 2,236,362

 ４ その他 ― 44,321 0.2 11,277 2,293,543 9.5

 税金等調整前当期純利益又は 
 税金等調整前当期純損失(△)

933,975 4.0 △1,356,153 △5.6

 法人税、住民税及び事業税 515,125 270,088

 法人税等調整額 △137,712 377,412 1.6 12,140 282,228 1.2

 当期純利益又は 
  当期純損失(△)

556,562 2.4 △1,638,381 △6.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 2,228,800 2,228,800

Ⅱ 資本剰余金期末残高 2,228,800 2,228,800

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,603,034 9,047,598

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 556,562 ―

Ⅲ 利益剰余金減少高

  １ 当期純損失 ― 1,638,381

 ２ 配当金 111,998 111,998 111,997 1,750,379

Ⅳ 利益剰余金期末残高 9,047,598 7,297,219



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益又は
   税金等調整前当期純損失(△)

933,975 △1,356,153

 ２ 減価償却費 537,924 438,507

 ３ 減損損失 ― 2,236,362

 ４ 貸倒引当金の増減額（△は減少） △15,534 20,188

 ５ 賞与引当金の増減額（△は減少） 55,477 54,652

 ６ 退職給付引当金の増減額（△は減少） 136,725 △198,123

 ７ 受取利息及び受取配当金 △66,359 △43,454

 ８ 支払利息 2,677 1,534

 ９ 固定資産売廃却損 18,060 5,319

 10 投資有価証券売却益 △1,167 ―

 11 関係会社株式売却益 △163,232 ―

 12 ゴルフ会員権評価損 2,790 ―

 13 特別退職金 41,531 45,903

 14 売上債権の増減額（△は増加） 552,563 △115,397

 15 たな卸資産の増減額（△は増加） △13,283 78,203

 16 仕入債務の増減額（△は減少） △149,901 343,785

 17 その他 87,989 △41,645

    小計 1,960,235 1,469,681

 18 利息及び配当金の受取額 66,346 43,447

 19 利息の支払額 △2,280 △1,330

 20 特別退職金の支払額 △41,506 △42,332

 21 法人税等の支払額 △541,273 △445,452

   営業活動によるキャッシュ・フロー 1,441,521 1,024,014



 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △150,000 ―

 ２ 定期預金の払出による収入 ― 250,000

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △69,627 △45,010

 ４ 有形固定資産の売却による収入 32,212 20,000

 ５ 無形固定資産の取得による支出 △183,480 △60,191

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △11,931 △111,086

 ７ 投資有価証券の売却による収入 5,167 2,383

 ８ 関係会社株式の売却による収入 178,232 ―

 ９ その他の投資活動による支出 △72,089 △8,978

 10 その他の投資活動による収入 80,279 7,148

   投資活動によるキャッシュ・フロー △191,236 54,264

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △188,000 △88,000

 ２ 自己株式の取得による支出 △28 △44

 ３ 配当金の支払額 △111,998 △112,116

   財務活動によるキャッシュ・フロー △300,026 △200,161

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 950,258 878,117

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 2,796,951 3,747,209

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 3,747,209 4,625,327



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

   子会社はすべて連結しております。

   当該連結子会社は、ケーシーエスデータ株式会社

の１社であります。

１ 連結の範囲に関する事項

   同左

２ 持分法の適用に関する事項

   該当事項はありません。

  (注)従来、関連会社(持分法非適用会社)でありまし

た平成情報サービス株式会社の株式を、平成16年５

月18日に株式会社ＣＲＣソリューションズに全株譲

渡し、同社は関連会社ではなくなりました。

２ 持分法の適用に関する事項

   該当事項はありません。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致し

ております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   同左

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

     株式………決算日前１カ月の市場価格の平均

に基づく時価法

     株式以外…決算日の市場価格等に基づく時価

法

     (評価差額は全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しておりま

す。)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

     同左

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

     なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。

    (表示方法の変更)

     「証券取引法等の一部を改正する法律」（平

成16年法律第97号）が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より適用となること及

び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）が平成17年２月15日付で

改正されたことに伴い、当連結会計年度から投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）を投資その他の資産の「そ

の他」から「投資有価証券」として表示する方

法に変更いたしました。

     なお、当連結会計年度の当該出資の額は、

13,860千円であり、前連結会計年度の当該出資

の額は、14,789千円であります。

    時価のないもの

     同左

     

 

 

 

 

 
――――――――――

  ② たな卸資産 

    商品………個別法による原価法 

    仕掛品……個別法による原価法 

    貯蔵品……総平均法(月別)による原価法

  ② たな卸資産 

     同左



前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    有形固定資産……定率法

     ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。

     なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物 ３～47年

機械装置 ５～15年

器具備品 ２～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    有形固定資産……定率法

     ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。

     なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物 ３～38年

機械装置 ５～15年

器具備品 ２～20年

    無形固定資産……定額法

     ただし、

    イ ソフトウェア(市場販売目的)……

       見込販売数量に基づく償却額と、残存見

込販売有効期間に基づく均等償却額との、

いずれか大きい金額を計上しております。

       なお、当初における見込販売有効期間は

３年としております。

    無形固定資産……定額法

     同左

    ロ ソフトウェア(自社利用目的)……

       社内利用可能期間(５年)に基づく定額法

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  ① 貸倒引当金

    同左

  ② 賞与引当金

    従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。

  ② 賞与引当金

    同左

  ③ 受注損失引当金

    ソフトウェアの請負契約に基づく開発案件のう

ち、当連結会計年度末時点で将来の損失が見込ま

れ、かつ、当該損失額を合理的に見積もることが

可能なものについては、翌連結会計年度以降に発

生が見込まれる損失額を計上しております。

――――――――――

  ④ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

    なお、会計基準変更時差異195,707千円(益)に

ついては、５年による按分額を退職給付費用から

控除しております。

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(15年)による按分額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度より費用処理することとしてお

ります。

  ③ 退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

    数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(13年)による按分額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度より費用処理することとしてお

ります。



 
  

(会計処理の変更) 

  

   
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  ⑤ 役員退職慰労引当金

    役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の100％相当額を計上しており

ます。

  ④ 役員退職慰労引当金

    同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引につきまし

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   同左

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  ① 消費税等の会計処理

    消費税等の会計処理方法は税抜方式によってお

ります。

 (5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

  ① 消費税等の会計処理

    同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  連結子会社は、100％設立出資の子会社であり、該

当する事項はありません。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

  同左

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  連結子会社は、100％設立出資の子会社であり、連

結調整勘定は発生しておりません。

６ 連結調整勘定の償却に関する事項

  同左

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づき作成

しております。

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

  同左

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に

満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資からなっております。

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  同左

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準

適用指針第６号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が2,235,039千

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。



 (表示方法の変更) 

  

 
  

(追加情報) 

  

 
  

注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――――― （連結損益計算書）

  前連結会計年度まで「雑収入」に含めておりました

「保険配当金」は、営業外収益の総額の10/100を超え

たため、当連結会計年度より区分掲記することといた

しました。

  なお、前連結会計年度の「保険配当金」は10,939千

円であります。

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が42,375千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、42,375千円減少しております。

（退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理年

数の変更） 

 数理計算上の差異の費用処理年数については、発生

時における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数で

費用処理することとしており、従来まで費用処理年数

を15年としておりましたが、企業年金制度における財

政再計算時の基礎率を見直した結果、当連結会計年度

末における従業員の平均残存勤務期間が15年を下回っ

たため、当連結会計年度から数理計算上の差異の費用

処理年数を13年に変更しております。 

 この結果、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益が、5,211千円減少しております。

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式11,200千株で

あります。

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式11,200千株で

あります。

※２ 連結会社が保有する自己株式は普通株式220株で

あります。

※２ 連結会社が保有する自己株式は普通株式284株で

あります。



(連結損益計算書関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料手当 1,255,234千円

賞与引当金繰入額 159,199千円

退職給付費用 103,234千円

役員退職慰労引当金繰入額 20,325千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料手当 1,152,363千円

賞与引当金繰入額 166,688千円

退職給付費用 87,359千円

役員退職慰労引当金繰入額 29,150千円

貸倒引当金繰入額 20,728千円

※２ 上記を除く引当金繰入額の内容及び金額

   売上原価(当期製造費用)のうち

賞与引当金繰入額 535,254千円

退職給付費用 194,547千円

受注損失引当金繰入額 29,000千円

※２ 上記を除く引当金繰入額の内容及び金額

   売上原価(当期製造費用)のうち

賞与引当金繰入額 582,417千円

退職給付費用 241,371千円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、41,683千円であります。

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、40,986千円であります。

※４ 「ゴルフ会員権評価損」には、ゴルフ会員権の預

託保証金に係る貸倒引当金繰入額1,950千円を含

めて表示しております。

――――――――――

――――――――――

 

※５ 減損損失

    当企業集団は、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失 

（千円）

兵庫県神戸市 事業用 土地 1,702,000

兵庫県姫路市 事業用
土地 

建物
463,000

兵庫県神戸市 遊休資産
建物 

その他
42,732

福島県岩瀬郡 遊休資産 土地 28,629

合 計 2,236,362

    当企業集団は、事業用資産については拠点別に

グルーピングし、遊休資産については、個別物件

単位でグルーピングをしております。 

 継続的な時価の下落等により減損を認識した資

産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しま

した。 

 その資産科目別の内訳は「建物及び構築物」

119,989千円、「器具備品」81千円、「土地」

2,097,891千円、無形固定資産 18,400千円であ

ります。 

 なお、事業用資産の回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシュ・フローを

６％で割り引いて算定しております。遊休資産に

ついては、不動産鑑定評価額等に基づく正味売却

価額により測定しております。



  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,147,209千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △400,000千円

現金及び現金同等物 3,747,209千円
 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,775,327千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △150,000千円

現金及び現金同等物 4,625,327千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) 借主側

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 2,288,728 1,372,362 916,366

車両 4,121 3,228 893

ソフトウェア 794,731 547,974 246,756

合計 3,087,581 1,923,565 1,164,015

 (1) 借主側

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 2,038,143 1,244,978 793,164

車両 4,121 4,053 68

ソフトウェア 551,500 334,591 216,908

合計 2,593,765 1,583,622 1,010,142

  ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 477,696千円

１年超 717,269千円

合計 1,194,965千円

  ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 403,975千円

１年超 631,500千円

合計 1,035,476千円

  ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 581,282千円

減価償却費相当額 551,540千円

支払利息相当額 35,059千円

  ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 520,275千円

減価償却費相当額 488,646千円

支払利息相当額 29,186千円

  ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

  ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

     同左

    利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

    利息相当額の算定方法 

     同左

(減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありませんの
で、項目等の記載は省略しております。

 (2) 貸主側

  ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高

――――――――――

 (2) 貸主側

――――――――――

  ② 未経過リース料期末残高相当額

――――――――――

  

  ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 433千円

減価償却費 151千円

受取利息相当額 54千円

  

  ④ 利息相当額の算定方法

    利息相当額の各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

有 価 証 券 

 
  

 
  

 
  

 
  

１ その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

区    分 取得原価
連結貸借対照表
計上額

差  額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 (1)株式 539,409 1,324,237 784,827

   小  計 539,409 1,324,237 784,827

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 (1)株式 49,443 40,516 △8,926

 (2)その他 20,416 15,184 △5,232

   小  計 69,859 55,700 △14,158

   合  計 609,268 1,379,937 770,669

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：千円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

5,167 1,167 ―

３ 時価評価されていない有価証券 （単位：千円）

内  容 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

 (1)非上場株式（店頭売買株式を除く） 554,076

 (2)投資事業有限責任組合への出資 13,860

   合  計 567,937

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 （単位：千円）

区    分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 合  計

その他有価証券

 その他 ― ― 15,184 ― 15,184



当連結会計年度(平成18年３月31日) 

有 価 証 券 

 
  

 
  

 
  

 
  

１ その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

区    分 取得原価
連結貸借対照表
計上額

差  額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

 (1)株式 694,820 1,986,815 1,291,994

 (2)その他 20,416 22,032 1,616

   小  計 715,236 2,008,847 1,293,610

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

 (1)株式 ― ― ―

 (2)その他 ― ― ―

   小  計 ― ― ―

   合  計 715,236 2,008,847 1,293,610

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：千円）

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額

2,383 ― 3,734

３ 時価評価されていない有価証券 （単位：千円）

内  容 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

 (1)非上場株式 549,028

 (2)投資事業有限責任組合への出資 11,908

   合  計 560,937

４ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 （単位：千円）

区    分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 合  計

その他有価証券

 その他 ― 22,032 ― ― 22,032



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当連結会計年度は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当連結会計年度は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

  



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として、総合設立型厚生

年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。

  連結子会社は退職一時金制度を設けております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として、総合設立型厚生

年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。

  連結子会社は退職一時金制度を設けております。

  なお、当社は、平成18年４月１日から退職給付制度

を改定し、適格退職年金制度及び退職一時金制度から

規約型確定給付企業年金（キャッシュバランスプラ

ン）及び確定拠出企業型年金を組み合わせた退職給付

制度に移行しております。本移行による影響は重要な

後発事象に記載しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日現在)

イ 退職給付債務 △4,027,562千円

ロ 年金資産 2,091,723千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,935,839千円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額  ―千円

ホ 未認識数理計算上の差異 233,918千円

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △1,701,921千円

(注)１ 上記年金資産以外に総合設立型厚生年金基金

制度における年金資産2,393,214千円(掛金拠

出金割合にて算定)があります。

  ２ 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日現在)

イ 退職給付債務 △4,353,566千円

ロ 年金資産 2,668,175千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,685,391千円

ニ 未認識数理計算上の差異 197,040千円

ホ 退職給付引当金(ハ＋ニ) △1,488,351千円

(注)１ 上記年金資産以外に総合設立型厚生年金基金

制度における年金資産3,155,358千円(掛金拠

出金割合にて算定)があります。

  ２ 連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

  (自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)

イ 勤務費用 258,713千円

ロ 利息費用 91,776千円

ハ 期待運用収益 △39,760千円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 △39,141千円

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 26,194千円

へ 臨時に支払った割増退職金等 39,101千円

ト 退職給付費用
   (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ)

336,882千円

(注)１ 上記退職給付費用以外に、総合設立型厚生年

金基金への拠出額135,202千円があります。

  ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。

 

３ 退職給付費用に関する事項

  (自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)

イ 勤務費用 246,285千円

ロ 利息費用 96,382千円

ハ 期待運用収益 △41,834千円

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 27,898千円

ホ 臨時に支払った割増退職金等 43,653千円

へ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ)

372,384千円

(注)１ 上記退職給付費用以外に、総合設立型厚生年

金基金への拠出額164,360千円があります。

  ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の

期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異

の処理年数

15年 

(発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとし

ております。)

ホ 会計基準変更時

  差異の処理年数

５年
 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付見込額の

期間配分方法

期間定額基準

ロ 割引率 1.5％

ハ 期待運用収益率 2.0％

ニ 数理計算上の差異

の処理年数

13年 

(発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとし

ております。)



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日)

当連結会計年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 退職給付引当金引当超過額 658,035千円

 賞与引当金引当超過額 282,602千円

 投資有価証券評価損 73,193千円

 役員退職慰労引当金 32,707千円

 その他 158,781千円

繰延税金資産計 1,205,320千円

(繰延税金負債)

 プログラム等準備金 △49,036千円

 その他有価証券評価差額金 △313,639千円

繰延税金負債計 △362,676千円

繰延税金資産の純額 842,643千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 減損損失 892,587千円

 退職給付引当金引当超過額 603,661千円

 賞与引当金引当超過額 304,845千円

 投資有価証券評価損 49,703千円

 役員退職慰労引当金 42,598千円

 その他 125,819千円

繰延税金資産小計 2,019,217千円

評価性引当額 △841,982千円

繰延税金資産合計 1,177,235千円

(繰延税金負債)

 プログラム等準備金 △33,091千円

 その他有価証券評価差額金 △526,454千円

繰延税金負債合計 △559,546千円

繰延税金資産の純額 617,688千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率40.69％と税効果会計適用後の法人税

等の負担率40.41％との間の差が、法定実効税率の

５％以下のため、差異の原因となった項目別の内訳の

記載は省略しております。 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  税金等調整前当期純損失であるため、差異の原因と

なった項目別の内訳の記載は省略しております。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当企業集団は、顧客のニーズに応じた情報システムの企画からシステム構築、システム機器販売

及びシステム運用管理など、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、不可分の営業形

態でありますので、事業の種類別セグメント情報として開示する事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

当企業集団は、顧客のニーズに応じた情報システムの企画からシステム構築、システム機器販売

及びシステム運用管理など、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、不可分の営業形

態でありますので、事業の種類別セグメント情報として開示する事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

イ 親会社 

  

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。 

２ 長期借入金には、１年以内に返済予定の長期借入金を含めて表示しております。 

３ 資金の預入取引については、期間が短く、かつ、回転が早いため、取引金額の欄には純額表示としておりま

す。 

(取引条件ないし取引条件の決定方針等) 

① システム構築及びシステム運用管理については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、その都度

交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

② 支払利息については、市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。 

③ 自社ビルの賃貸料については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。なお、契約は１年毎に見直しを行

っております。 

  

ロ 法人主要株主 

  

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。 

(取引条件ないし取引条件の決定方針等) 

① システム構築については、富士通株式会社の標準仕入単価により、通常行われている生産性を参考にしてその都

度交渉の上、決定しております。 

② システム機器仕入については、価格その他の取引条件は、富士通株式会社と契約を締結しているディーラと同様

の条件によっております。 

  

名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の 
内容

議決権等の 
被所有割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

㈱
三井住友

銀行

東京都 
千代田区

664,986 銀行業

直接
25.75

間接
9.47

議決権行使
同意者
17.68

転籍
10名

システム構
築及びシス
テム運用管
理 の 受 託
等、資金の
借入

システム構築
及びシステム
運用管理の受
託等

685,681
受取手形 
及び売掛金

58,793

長期資金の借
入 ― 長期借入金 198,000

支払利息 2,353
流動資産の
「その他」
(前払費用)

509

資金の預入 713,130
現金及び 
預金

2,449,316

自社ビルの賃
貸

25,666 ― ―

名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の 
内容

議決権 
等の 
被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

富士通㈱
川崎市 
中原区

324,625

通信システ
ム、情報処
理システム
及び電子デ
バイスの製
造・販売並
びにこれら
に関するサ
ービス

直接
13.84

間接
―

転籍
１名

システム構
築の受託及
びシステム
機器の仕入
等

システム構築
の請負・機械
販売手数料等

3,999,017
受取手形 
及び売掛金

1,124,123

システム機器
仕入・保守料
等

2,291,143 買掛金 475,813



(2) 兄弟会社等 

親会社［㈱三井住友銀行］の子会社 

  

 
(注) 資金の預入取引については、期間が短く、かつ、回転が早いため、取引金額の欄には純額表示としておりま

す。 

  

親会社［㈱三井住友フィナンシャルグループ］の子会社 

  

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。 

(取引条件ないし取引条件の決定方針等) 

① システム構築については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、その都度交渉の上、一般的取引

条件と同様に決定しております。 

② システム機器販売については、市場価格、仕入原価を勘案して、当社希望価格を提示し、その都度交渉の上、一

般的取引条件と同様に決定しております。 

  

名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の
内容

議決権等の 
所有(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

㈱みなと
銀行

神戸市 
中央区

24,908 銀行業  

直接
所有 0.10
被所有 2.77

間接
―

―

システム
構築の受
託、シ ス
テム機器
販 売 等、
資金の借
入

資金の預入 74,691
現金及び 
預金

346,834

名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の
内容

議決権等の 
被所有割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

三井住友銀 
リース㈱

大阪市 
中央区

82,600 リース業

直接
17.68

間接
―

―

システム
構築の受
託、シ ス
テム機器
販売及び
機器リー
ス等

システム構
築、システ
ム機器販売

891,867
受取手形及
び売掛金

339,248



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

イ 親会社 

  

 
(注) １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。 

２ 長期借入金には、１年以内に返済予定の長期借入金を含めて表示しております。 

３ 資金の預入取引については、期間が短く、かつ、回転が早いため、取引金額の欄には純額表示としておりま

す。 

(取引条件ないし取引条件の決定方針等) 

① システム構築及びシステム運用管理については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、その都度

交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

② 支払利息については、市場金利を勘案して交渉の上、決定しております。 

③ 自社ビルの賃貸料については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。なお、契約は１年毎に見直しを行

っております。 

  

ロ 法人主要株主 

  

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。 

(取引条件ないし取引条件の決定方針等) 

① システム構築については、富士通株式会社の標準仕入単価により、通常行われている生産性を参考にしてその都

度交渉の上、決定しております。 

② システム機器仕入については、価格その他の取引条件は、富士通株式会社と契約を締結しているディーラと同様

の条件によっております。 

  

名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の 
内容

議決権等の 
被所有割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

㈱
三井住友

銀行

東京都 
千代田区

664,986 銀行業

直接
25.75

間接
9.47

議決権行使
同意者
17.68

転籍
10名

システム構
築及びシス
テム運用管
理 の 受 託
等、資金の
借入等

システム構築
及びシステム
運用管理の受
託等

803,325
受取手形 
及び売掛金

51,065

長期資金の借
入

― 長期借入金 110,000

支払利息 1,534
流動資産の
「その他」
(前払費用)

255

資金の預入 813,078
現金及び 
預金

3,262,394

自社ビルの賃
貸

34,221 ― ―

名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の 
内容

議決権 
等の 
被所有 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

富士通㈱
川崎市 
中原区

324,625

通信システ
ム、情報処
理システム
及び電子デ
バイスの製
造・販売並
びにこれら
に関するサ
ービス

直接
13.84

間接
―

転籍
１名

システム構
築の受託及
びシステム
機器の仕入
等

システム構築
の請負・機械
販売手数料等

3,045,063
受取手形 
及び売掛金

1,135,858

システム機器
仕入・保守料
等

2,229,240 買掛金 467,772



(2) 兄弟会社等 

親会社［㈱三井住友銀行］の子会社 

  

 
(注) 資金の預入取引については、期間が短く、かつ、回転が早いため、取引金額の欄には純額表示としておりま

す。 

  

親会社［㈱三井住友フィナンシャルグループ］の子会社 

  

 
(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含めて表示しております。 

(取引条件ないし取引条件の決定方針等) 

① システム構築については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、その都度交渉の上、一般的取引

条件と同様に決定しております。 

② システム機器販売については、市場価格、仕入原価を勘案して、当社希望価格を提示し、その都度交渉の上、一

般的取引条件と同様に決定しております。 

  

名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の
内容

議決権等の 
所有(被所有) 
割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

㈱みなと
銀行

神戸市 
中央区

24,908 銀行業  

直接
所有 0.10
被所有 2.77

間接
―

―

システム
構築の受
託、シ ス
テム機器
販 売 等、
資金の借
入等

資金の預入 △143,107
現金及び 
預金

203,726

名称 所在地
資本金 
(百万円)

事業の
内容

議決権等の 
被所有割合 
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

三井住友銀 
リース㈱

大阪市 
中央区

82,600 リース業

直接
17.68

間接
―

―

システム
構築の受
託、シ ス
テム機器
販売及び
機器リー
ス等

システム構
築、システ
ム機器販売

975,300
受取手形及
び売掛金

524,687



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,231.08円 １株当たり純資産額 1,102.49円

１株当たり当期純利益 49.69円 １株当たり当期純損失 146.28円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新

株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１

株当たり当期純損失であり新株予約権付社債等潜在株式

がないため記載しておりません。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結財務諸表上の当期純利益 556,562千円

普通株式に係る当期純利益 556,562千円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数 11,199,815株

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

連結財務諸表上の当期純損失 1,638,381千円

普通株式に係る当期純損失 1,638,381千円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数 11,199,718株

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――――― （退職給付制度の移行） 

 当社は、平成18年４月１日から退職給付制度を改定

し、適格退職年金制度及び退職一時金制度から規約型

確定給付企業年金（キャッシュバランスプラン）及び

確定拠出企業型年金を組み合わせた退職給付制度に移

行しております。 

 本移行により、翌連結会計年度において確定拠出企

業型年金移行に伴う終了益を425百万円計上する見込

みであります。 

 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年毎の返済予定額 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 88,000 88,000 0.930 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

110,000 22,000 0.930 平成19年６月28日

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 198,000 110,000 ― ―

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(千円) 22,000 ― ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 3,402,338 3,992,073

 ２ 受取手形 16,079 48,337

 ３ 売掛金 ※１ 5,408,007 5,482,564

 ４ 商品 134,282 210,809

 ５ 仕掛品 697,425 539,107

 ６ 貯蔵品 29,895 33,484

 ７ 前払費用 217,370 211,021

 ８ 繰延税金資産 351,166 352,378

 ９ その他 101,451 107,991

   貸倒引当金 △7,657 △12,852

   流動資産合計 10,350,360 55.0 10,964,914 63.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 3,492,072 3,310,542

    減価償却累計額 2,165,138 1,326,934 2,221,054 1,089,488

  (2) 構築物 38,034 35,600

    減価償却累計額 25,992 12,041 25,668 9,931

  (3) 機械及び装置 179,136 177,557

    減価償却累計額 104,041 75,095 113,190 64,366

  (4) 器具備品 398,245 388,597

    減価償却累計額 304,609 93,635 314,202 74,395

  (5) 土地 3,519,107 1,421,215

  (6) 建設仮勘定 ― 7,726

   有形固定資産合計 5,026,814 26.8 2,667,124 15.5

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 24,200 ―

  (2) ソフトウェア 484,327 300,086

  (3) 電話加入権 18,704 18,704

  (4) 電信電話施設利用権 1,274 999

   無形固定資産合計 528,506 2.8 319,790 1.8

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,899,714 2,504,048

  (2) 関係会社株式 10,000 10,000

  (3) 破産更生債権等 18,739 33,483

  (4) 長期前払費用 26,913 19,771

  (5) 繰延税金資産 458,653 236,380

  (6) 差入保証金 3,983 3,433

  (7) 敷金 370,108 372,981

  (8) 会員権 103,530 103,380

  (9) その他 42,165 38,670

    貸倒引当金 △33,529 △48,473

   投資その他の資産合計 2,900,277 15.4 3,273,677 19.0

   固定資産合計 8,455,598 45.0 6,260,591 36.3

   資産合計 18,805,958 100.0 17,225,506 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)
Ⅰ 流動負債
 １ 買掛金 2,140,833 2,485,271

 ２ 一年内返済予定 
   関係会社長期借入金

88,000 88,000

 ３ 未払金 194,199 177,710
 ４ 未払法人税等 333,384 133,067
 ５ 未払消費税等 68,439 84,985
 ６ 未払費用 196,105 201,986
 ７ 前受金 105,826 99,080
 ８ 預り金 29,962 31,372
 ９ 前受収益 30,874 25,243
 10 賞与引当金 677,008 728,793
 11 受注損失引当金 29,000 ―
 12 設備未払金 6,305 28,541
   流動負債合計 3,899,939 20.7 4,084,052 23.7
Ⅱ 固定負債
 １ 関係会社長期借入金 110,000 22,000
 ２ 退職給付引当金 1,612,730 1,397,947
 ３ 役員退職慰労引当金 78,500 100,800
 ４ 長期預り金 69,533 71,508
   固定負債合計 1,870,764 10.0 1,592,256 9.3
   負債合計 5,770,704 30.7 5,676,308 33.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 2,054,600 10.9 2,054,600 11.9
Ⅱ 資本剰余金
 １ 資本準備金 2,228,800 2,228,800
   資本剰余金合計 2,228,800 11.9 2,228,800 12.9
Ⅲ 利益剰余金
 １ 利益準備金 128,479 128,479
 ２ 任意積立金
  (1) プログラム等準備金 91,915 71,475
  (2) 別途積立金 7,455,208 7,547,123 7,455,208 7,526,684
 ３ 当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△)

638,345 △1,126,959

   利益剰余金合計 8,313,948 44.2 6,528,204 37.9
Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※４ 438,042 2.3 737,775 4.3
Ⅴ 自己株式 ※３ △136 △0.0 △181 △0.0
   資本合計 13,035,254 69.3 11,549,197 67.0
   負債・資本合計 18,805,958 100.0 17,225,506 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 情報サービス売上 18,431,023 18,825,226

 ２ システム機器販売 4,411,164 22,842,187 100.0 4,627,445 23,452,672 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３

 １ 情報サービス原価 15,276,627 15,574,180

 ２ システム機器原価 3,732,325 19,008,953 83.2 3,988,483 19,562,663 83.4

   売上総利益 3,833,234 16.8 3,890,008 16.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費
※２ 
※３

3,216,546 14.1 3,167,351 13.5

   営業利益 616,687 2.7 722,657 3.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 105 262

 ２ 受取配当金 ※１ 85,314 62,230

 ３ 不動産賃貸収入 ※１ 70,780 76,520

 ４ 雑収入 43,248 199,448 0.9 42,685 181,697 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 ※１ 2,677 1,534

 ２ 固定資産売廃却損 17,909 5,205

 ３ 不動産賃貸費用 27,564 25,937

 ４ 貸倒引当金繰入額 18,000 ―

 ５ 雑損失 7,502 73,654 0.3 8,455 41,133 0.2

   経常利益 742,482 3.3 863,222 3.7

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 1,167 ―

 ２ 関係会社株式売却益 163,232 ―

 ３ 貸倒引当金戻入益 11,988 176,388 0.7 ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ ゴルフ会員権評価損 ※４ 2,790 ―

 ２ 特別退職金 41,531 45,903

 ３ 減損損失 ※５ ― 2,236,362

 ４ その他 ― 44,321 0.2 11,277 2,293,543 9.8

   税引前当期純利益又は 
   税引前当期純損失(△)

874,549 3.8 △1,430,320 △6.1

   法人税、住民税及び事業税 481,800 228,000

   法人税等調整額 △136,962 344,837 1.5 15,426 243,426 1.0

   当期純利益又は 
   当期純損失(△)

529,711 2.3 △1,673,747 △7.1

   前期繰越利益 164,633 602,785

   中間配当額 55,999 55,998

   当期未処分利益又は 
   当期未処理損失(△)

638,345 △1,126,959



売上原価明細書 

ａ 情報サービス原価明細書 

  

 
(原価計算の方法)……… プロジェクト別の個別原価計算を採用しております。 

  

(注) ※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

科目
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

１ 人件費

  従業員給料手当 3,691,973 3,701,791

  従業員賞与 1,015,657 1,083,506

  福利厚生費 869,140 885,868

  その他 251,068 5,827,840 38.2 295,802 5,966,968 38.5

２ 外注費 6,194,101 40.6 6,441,022 41.6

３ 経費

  機器賃借料 295,956 259,298

  委託管理手数料 88,379 ―

  委託保守料 991,291 935,495

  減価償却費 137,572 130,212

  その他 1,714,101 3,227,301 21.2 1,754,170 3,079,175 19.9

  当期総制作原価 15,249,243 100.0 15,487,167 100.0

  期首仕掛品たな卸高 718,151 697,425

合計 15,967,394 16,184,593

  期末仕掛品たな卸高 697,425 539,107

  他勘定振替高 ※１ △6,659 71,305

  当期情報サービス原価 15,276,627 15,574,180

前事業年度 当事業年度

内容 金額（千円） 内容 金額（千円）

社内利用システム開発費 41,348 社内利用システム開発費 26,211

ソフトウェア(無形固定資産) 125,605 ソフトウェア(無形固定資産) 32,794

ソフトウェア(減価償却費相当額) △142,493 ソフトウェア(減価償却費相当額) △73,606

研究開発費 37,822 研究開発費 40,986

受注損失引当金繰入額 △29,000 受注損失引当金取崩益 29,000

その他 △39,941 その他 15,920

合計 △6,659 合計 71,305



ｂ システム機器原価明細書 

  

 
(注) ※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

科目
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

期首商品たな卸高 100,791 2.6 134,282 3.2

当期仕入高 3,790,878 97.4 4,080,064 96.8

合計 3,891,670 100.0 4,214,346 100.0

期末商品たな卸高 134,282 210,809

他勘定振替高 ※１ 25,062 15,054

当期システム機器原価 3,732,325 3,988,483

前事業年度 当事業年度

内容 金額（千円） 内容 金額（千円）

情報サービス原価・その他 22,513 情報サービス原価・その他 13,094

その他 2,549 その他 1,959

合計 25,062 合計 15,054



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) １ 日付は、株主総会承認日であります。 

    ２ 平成16年12月10日に55,999千円(１株につき５円)の中間配当を実施しました。 

  平成17年12月９日に55,998千円(１株につき５円)の中間配当を実施しました。 

３ プログラム等準備金取崩高は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

  

前事業年度
(平成17年６月29日)

当事業年度 
(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益又は 
  当期未処理損失(△)

638,345 △1,126,959

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 別途積立金取崩高 ― 1,400,000

 ２ プログラム等準備金 
   取崩高

20,439 20,439 23,241 1,423,241

合計 658,784 296,281

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 55,998 55,998 55,998 55,998

Ⅳ 次期繰越利益 602,785 240,282



重要な会計方針 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

   移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式 

   同左

 (2) その他有価証券

   時価のあるもの

    株式………決算日前１ヵ月の市場価格の平均に

基づく時価法

    株式以外…決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しております。)

 (2) その他有価証券 

   時価のあるもの 

    同左

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

     なお、投資事業有限責任組合及びそれに類す

る組合への出資（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっております。

    （表示方法の変更）

     「証券取引法等の一部を改正する法律」（平

成16年法律第97号）が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より適用となること及

び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）が平成17年２月15日付で

改正されたことに伴い、当事業年度から投資事

業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）を「出資金」から「投資有価証

券」として表示する方法に変更いたしました。

     なお、当事業年度の当該出資の額は、13,860

千円であり、前事業年度の当該出資の額は、

14,789千円であります。

   時価のないもの

    同左

 

 

 

 

 

 

――――――――――

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

 (1) 商品 ……………… 個別法による原価法

 (2) 仕掛品 …………… 個別法による原価法

 (3) 貯蔵品 …………… 総平均法(月別)による原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  同左

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産 …… 定率法

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採用

しております。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～47年

構築物 10～25年

機械及び装置 ５～15年

器具備品 ２～20年

３ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産 …… 定率法

   ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採用

しております。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～38年

構築物 10～25年

機械及び装置 ５～15年

器具備品 ２～20年



 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) 無形固定資産 …… 定額法

   ただし、

  イ ソフトウェア(市場販売目的)……

    見込販売数量に基づく償却額と、残存見込販売

有効期間に基づく均等償却額との、いずれか大き

い金額を計上しております。

    なお、当初における見込販売有効期間は３年と

しております。

 (2) 無形固定資産 …… 定額法

   同左

  ロ ソフトウェア(自社利用目的)…… 

     社内利用可能期間(５年)に基づく定額法

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

４ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込

額のうち、当期の負担額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

   同左

 (3) 受注損失引当金

ソフトウェアの請負契約に基づく開発案件のう

ち、当事業年度末時点で将来の損失が見込まれ、か

つ、当該損失額を合理的に見積もることが可能なも

のについては、翌事業年度以降に発生が見込まれる

損失額を計上しております。

――――――――――

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

   なお、会計基準変更時差異195,707千円(益)につ

いては、５年による按分額を退職給付費用から控除

しております。

   数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による按分額をそれぞれ発生の翌事業年

度より費用処理することとしております。

 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

   数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(13年)による按分額をそれぞれ発生の翌事業年

度より費用処理することとしております。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額の100％相当額を計上しておりま

す。

 (4) 役員退職慰労引当金

   同左

５ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引につきまして

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

５ リース取引の処理方法 

  同左

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

  消費税等の会計処理方法は税抜方式によっておりま

す。 

 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  同左



会計処理の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第６号)を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が2,235,039千円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。 

 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人

事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が42,375千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

42,375千円減少しております。

（退職給付会計における数理計算上の差異の費用処理年

数の変更） 

 数理計算上の差異の費用処理年数については、発生

時における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数で

費用処理することとしており、従来まで費用処理年数

を15年としておりましたが、企業年金制度における財

政再計算時の基礎率を見直した結果、当事業年度末に

おける従業員の平均残存勤務期間が15年を下回ったた

め、当事業年度から数理計算上の差異の費用年数を13

年に変更しております。 

 この結果、営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益が、5,211千円減少しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

預金 2,449,316千円

売掛金 58,955千円

※１ 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

預金 3,262,394千円

売掛金 51,318千円

※２ 授権株式数   普通株式 40,000,000株

   発行済株式総数 普通株式 11,200,000株

※２ 授権株式数   普通株式 40,000,000株

   発行済株式総数 普通株式 11,200,000株

※３ （自己株式の保有数）

   普通株式 220株

※３ （自己株式の保有数）

   普通株式 284株

※４ （配当制限）

有価証券の時価評価により、純資産額が438,042

千円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３項の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

※４ （配当制限）

有価証券の時価評価により、純資産額が737,775

千円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３項の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。



(損益計算書関係) 

  

 

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 各科目に含まれる関係会社に対するものは、次の

とおりであります。

不動産賃貸収入 28,126千円

支払利息 2,353千円

※１ 各科目に含まれる関係会社に対するものは、次の

とおりであります。

受取配当金 20,000千円

不動産賃貸収入 36,681千円

支払利息 1,534千円

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料手当 1,188,139千円

従業員賞与 149,173千円

賞与引当金繰入額 155,011千円

退職給付費用 101,824千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,470千円

福利厚生費 273,919千円

減価償却費 242,479千円

販売費に属する費用のおおよその割合 50.6％

一般管理費に属する費用のおおよ 
その割合

49.4％

 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料手当 1,077,577千円

従業員賞与 148,372千円

賞与引当金繰入額 161,823千円

退職給付費用 86,415千円

役員退職慰労引当金繰入額 27,150千円

福利厚生費 274,344千円

減価償却費 231,587千円

貸倒引当金繰入額 20,678千円

販売費に属する費用のおおよその割合 48.2％

一般管理費に属する費用のおおよ 
その割合

51.8％

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、41,683千円であります。

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、40,986千円であります。

※４ 「ゴルフ会員権評価損」には、ゴルフ会員権の預

託保証金に係る貸倒引当金繰入額1,950千円を含

めて表示しております。

――――――――――

――――――――――

 

※５ 減損損失

    当社は、以下の資産グループについて減損損失

を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失 

（千円）

兵庫県神戸市 事業用 土地 1,702,000

兵庫県姫路市 事業用
土地 

建物
463,000

兵庫県神戸市 遊休資産
建物 

その他
42,732

福島県岩瀬郡 遊休資産 土地 28,629

合 計 2,236,362

    当社は、事業用資産については拠点別にグルー

ピングし、遊休資産については、個別物件単位で

グルーピングをしております。 

 継続的な時価の下落等により減損を認識した資

産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上しま

した。 

 その資産科目別の内訳は「建物」119,848千

円、「構築物」141千円、「器具備品」81千円、

「土地」2,097,891千円、「借地権」18,400千円

であります。 

 なお、事業用資産の回収可能価額は使用価値に

より測定しており、将来キャッシュ・フローを

６％で割り引いて算定しております。遊休資産に

ついては、不動産鑑定評価額等に基づく正味売却

価額により測定しております。



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 (1) 借主側

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

器具備品 2,267,096 1,371,280 895,815

車両 4,121 3,228 893

ソフトウェア 794,731 547,974 246,756

合計 3,065,949 1,922,484 1,143,465

 (1) 借主側

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

器具備品 2,016,511 1,239,570 776,940

車両 4,121 4,053 68

ソフトウェア 551,500 334,591 216,908

合計 2,572,132 1,578,214 993,918

  ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 473,627千円

１年超 700,701千円

合計 1,174,329千円

  ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 399,763千円

１年超 619,144千円

合計 1,018,908千円

  ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 580,103千円

減価償却費相当額 550,458千円

支払利息相当額 34,876千円

  ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 515,559千円

減価償却費相当額 484,319千円

支払利息相当額 28,539千円

  ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

  ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

    減価償却費相当額の算定方法

     同左

    利息相当額の算定方法

     リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。

    利息相当額の算定方法

     同左

(減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありませんの
で、項目等の記載は省略しております。

 (2) 貸主側

  ① リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高

――――――――――

 (2) 貸主側

――――――――――

  

  ② 未経過リース料期末残高相当額

――――――――――

  ③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 433千円

減価償却費 151千円

受取利息相当額 54千円

  ④ 利息相当額の算定方法

    利息相当額の各期への配分方法については、利

息法によっております。 

 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 退職給付引当金引当超過額 624,044千円

 賞与引当金引当超過額 275,474千円

 投資有価証券評価損 73,193千円

 役員退職慰労引当金 31,941千円

 その他 154,724千円

繰延税金資産計 1,159,377千円

(繰延税金負債)

 プログラム等準備金 △49,036千円

 その他有価証券評価差額金 △300,521千円

繰延税金負債計 △349,558千円

繰延税金資産の純額 809,819千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

 減損損失 892,587千円

 退職給付引当金引当超過額 568,824千円

 賞与引当金引当超過額 296,545千円

 投資有価証券評価損 49,703千円

 役員退職慰労引当金 41,015千円

 その他 121,311千円

繰延税金資産小計 1,969,989千円

評価性引当額 △841,982千円

繰延税金資産合計 1,128,006千円

(繰延税金負債)

 プログラム等準備金 △33,091千円

 その他有価証券評価差額金 △506,155千円

繰延税金負債合計 △539,247千円

繰延税金資産の純額 588,759千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率40.69％と税効果会計適用後の法人税

等の負担率39.43％との間の差が、法定実効税率の

５％以下のため、差異の原因となった項目別の内訳の

記載は省略しております。 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  税引前当期純損失であるため、差異の原因となった

項目別の内訳の記載は省略しております。



(１株当たり情報) 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,163.88円 １株当たり純資産額 1,031.20円

１株当たり当期純利益 47.29円 １株当たり当期純損失 149.44円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新

株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりませ

ん。

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１

株当たり当期純損失であり新株予約権付社債等潜在株式

がないため記載しておりません。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

財務諸表上の当期純利益 529,711千円

普通株式に係る当期純利益 529,711千円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数 11,199,815株

 

１株当たり当期純損失の算定上の基礎

財務諸表上の当期純損失 1,673,747千円

普通株式に係る当期純損失 1,673,747千円

 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

  該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数 11,199,718株

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

―――――――――― （退職給付制度の移行） 

 当社は、平成18年４月１日から退職給付制度を改定

し、適格退職年金制度及び退職一時金制度から規約型

確定給付企業年金（キャッシュバランスプラン）及び

確定拠出企業型年金を組み合わせた退職給付制度に移

行しております。 

 本移行により、翌事業年度において確定拠出企業型

年金移行に伴う終了益を425百万円計上する見込みで

あります。 

 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券

ＳＭＢＣフレンド証券㈱ 683,899 624,399

神栄㈱ 1,010,000 367,640

さくらカード㈱ 1,659 348,390

㈱ジェーシービー 22,000 160,000

㈱みなと銀行 391,460 157,758

富士通㈱ 141,702 129,941

バンドー化学㈱ 200,000 104,600

山陽特殊製鋼㈱ 80,000 91,760

ニッセイ同和損害保険㈱ 98,000 77,812

㈱チヨダ 24,000 71,040

山陽電気鉄道㈱ 165,375 56,227

㈱ノーリツ 22,000 49,126

㈱アシックス 30,000 34,890

ＪＦＥホールディングス㈱ 5,900 26,296

その他 (21銘柄) 201,021 170,226

3,077,016 2,470,108

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

投資 
有価証券

その他 
有価証券

株式投資信託 
三井住友・ＮＥＯ[ネオ]ファンド

4,000 22,032

神戸バイオ・メディカル投資事業
有限責任組合

2 11,908

計 4,002 33,940



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

  

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 3,492,072 40,613
222,143
(119,848)

3,310,542 2,221,054 134,992 1,089,488

 構築物 38,034 ―
2,434
(141)

35,600 25,668 1,244 9,931

 機械及び装置 179,136 ― 1,579 177,557 113,190 10,649 64,366

 器具備品 398,245 10,566
20,214
(81)

388,597 314,202 28,326 74,395

 土地 3,519,107 ―
2,097,891
(2,097,891)

1,421,215 ― ― 1,421,215

 建設仮勘定 ― 7,726 ― 7,726 ― ― 7,726

有形固定資産計 7,626,596 58,906
2,344,262
(2,217,962)

5,341,240 2,674,115 175,212 2,667,124

無形固定資産

 借地権 24,200 ―
24,200
(18,400)

― ― ― ―

 ソフトウェア 1,643,599 63,623 27,405 1,679,817 1,379,730 247,479 300,086

 電話加入権 18,704 ― ― 18,704 ― ― 18,704

 電信電話施設 
 利用権

8,015 ― 3,232 4,783 3,784 274 999

無形固定資産計 1,694,519 63,623
54,837
(18,400)

1,703,305 1,383,514 247,754 319,790

長期前払費用 68,707 5,501 8,488 65,721 45,949 12,439 19,771



【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は284株であります。 

２ 任意積立金の当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金（固定）の「当期減少額（その他）」は、破産更正債権等に係わる回収不能見込額の回収によるも 

   のであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金(千円) 2,054,600 ― ― 2,054,600

資本金のうち 
既発行株式

普通株式 (株) (11,200,000) (―) (―) (11,200,000)

普通株式 (千円) 2,054,600 ― ― 2,054,600

計 (株) (11,200,000) (―) (―) (11,200,000)

計 (千円) 2,054,600 ― ― 2,054,600

資本準備金 
及び 
その他 
資本剰余金

(資本準備金) 
株式払込剰余金

(千円) 2,228,800 ― ― 2,228,800

計 (千円) 2,228,800 ― ― 2,228,800

利益準備金 
及び 
任意積立金

(利益準備金) (千円) 128,479 ― ― 128,479

(任意積立金) 
プログラム等準備金

(千円) 91,915 ― 20,439 71,475

別途積立金 (千円) 7,455,208 ― ― 7,455,208

計 (千円) 7,675,602 ― 20,439 7,655,163

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金(流動) 7,657 5,194 ― ― 12,852

貸倒引当金(固定) 33,529 15,683 719 20 48,473

賞与引当金 677,008 728,793 677,008 ― 728,793

受注損失引当金 29,000 ― 29,000 ― ―

役員退職慰労引当金 78,500 27,150 4,850 ― 100,800



(2) 【主な資産及び負債の内容】(平成18年３月31日) 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 740

預金

当座預金 169,602

普通預金 219,504

通知預金 3,100,000

定期預金 500,000

別段預金 2,226

預金計 3,991,333

合計 3,992,073

相手先 金額(千円)

滝川工業㈱ 35,174

㈱ワキタ 5,574

ニッセイリース㈱ 2,919

㈱明石機械製作所 2,000

有恒薬品工業㈱ 829

その他 1,839

合計 48,337

期日 金額(千円)

１ヵ月以内 2,263

２ヵ月以内 4,334

３ヵ月以内 38,566

４ヵ月以内 3,172

合計 48,337



ｃ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には、消費税等を含めて表示しておりま

す。 

  

ｄ 商品 

  

 
  

ｅ 仕掛品 

  

 
(注) 仕掛品はシステム構築のうち、請負契約形態（受託）によるものの期末仕掛残高であります。 

  

相手先 金額(千円)

富士通㈱ 1,135,858

三井住友銀リース㈱ 524,687

富士通リース㈱ 391,234

川西倉庫㈱ 362,043

㈱富士通関西システムズ 182,186

その他 2,886,553

計 5,482,564

前期繰越高(千円) 
 
A

当期発生高(千円)
 
B

当期回収高(千円)
 
C

次期繰越高(千円)
 
D

 

回収率(％)

C
×100

A＋B

滞留期間(日)
A＋D
２
B
365

5,408,007 24,625,305 24,550,749 5,482,564 81.7 80.7

区分 金額(千円)

システム機器 208,275

その他 2,533

合計 210,809

区分 金額(千円)

システム構築 539,107

合計 539,107



ｆ 貯蔵品 

  

 
  

② 負債の部 

ａ 買掛金 

  

 
  

ｂ 退職給付引当金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

材料 11,781

専用用紙・応用用紙 10,387

その他 11,315

計 33,484

相手先 金額(千円)

富士通㈱ 467,772

㈱富士通関西システムズ 258,365

㈱日本ビジネスデータープロセシングセンター 100,093

㈱両備システムズ 83,047

㈱内田洋行 59,710

その他 1,516,281

合計 2,485,271

区分 金額(千円)

退職給付債務 4,263,162

年金資産 △2,668,175

未認識数理計算上の差異 △197,040

合計 1,397,947



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会決議により定款の一部変更が行われ、会社の公告方法は次のとおりとな

りました。 

「当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告による

公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。」 

 電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

  http://www.kcs.co.jp 

 なお、会社法第440条第４項の規定により決算公告は行っておりません。 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店

野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  

当社の親会社等は、継続開示会社であります。 

  

 
  

（注） 株式会社三井住友銀行は「企業内容等の開示に関する内閣府令 第３号様式 記載上の注意（49）e」に規定

する親会社等ではありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

親会社等の名称 上場取引所名

株式会社三井住友フィナンシャルグループ

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所

(1)
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第37期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
近畿財務局長に提出。

(2)
有価証券報告書の 
訂正報告書

(上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書)
平成17年７月22日 
近畿財務局長に提出。

(3) 半期報告書 (第38期中)
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日

平成17年12月９日 
近畿財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
２項第12号及び第19号（当社及び連結会社の
財政状態及び経営成績に著しい影響を与える
事象の発生）に基づく臨時報告書でありま
す。

平成18年５月１日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 
  

 

株式会社さくらケーシーエス 

 取締役会 御中 
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社さくらケーシーエスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社さくらケーシーエス及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以  上

  

 
  

平成１７年６月２９日

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  黒  崎     寛  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  常  本  良  治  ㊞

 

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ

り、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

 

株式会社さくらケーシーエス 

 取締役会 御中 
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社さくらケーシーエスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の

連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社さくらケーシーエス及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 1. 会計処理の変更に記載しているとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を

適用している。 

 2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月１日付で退職給付制度を改定してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上

  

 
  

平成１８年６月２９日

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  黒  崎     寛  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  常  本  良  治  ㊞

 

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ

り、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

 

株式会社さくらケーシーエス 

 取締役会 御中 
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社さくらケーシーエスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第３７期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社さくらケーシーエスの平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以  上

  

 
  

平成１７年６月２９日

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  黒  崎     寛  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  常  本  良  治  ㊞

 

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ

り、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

 

株式会社さくらケーシーエス 

 取締役会 御中 
 

   

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社さくらケーシーエスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第３８期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社さくらケーシーエスの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 1. 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適

用している。 

 2. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年４月１日付で退職給付制度を改定してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以  上

  

 
  

平成１８年６月２９日

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  黒  崎     寛  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  常  本  良  治  ㊞

 

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ

り、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。
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